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産業機械事業セグメント 素形材・エンジニアリング事業
セグメント

　産業機械事業セグメントは、①樹脂製造・加工機械、 ②成形機、③その他産業

機械の3つのサブセグメントにより構成され、広島製作 所、横浜製作所、名機製作

所の3拠点で事業展開しています。

　多様な用途に対応した樹脂製造・加工機械、プラス チック射出成形機などの製

品群を有し、EV化に欠かせないリチウムイオン電池用の セパレータフィルム製造装

置などの世界で高シェアの製品を多く有しています。当 社グループの売上の約8割

を占める当セグメントでは、主力であるプラスチック加工 機械市場を中心に、省エ

ネ・軽量化を通じて脱炭素化に貢献すべく、さらなる規 模の拡大を図っています。

樹脂製造･加工機械
●  造粒機
●  フィルム･シート製造装置
●  二軸混練押出機
●  アフターサービス

鋳鍛鋼製品
●  反応容器部材 
（シェル、ヘッドほか）
●  蒸気発生器部材
●  クラッド鋼板

●  ロータシャフト
●  タービンケーシング
●  金型用鋼
●  製鉄用圧延ロール

エンジニアリング他
●  設計・解析
●  溶接構造物
●  検査・調査
●  水素関連製品　などその他産業機械

●  エキシマレーザアニール装置
●  防衛関連機器
●  鉄道製品
●  ホットプレス

●  真空ラミネータ
●  成膜装置
●  アフターサービス

成形機
●  プラスチック射出成形機
●  マグネシウム射出成形機
●  中空成形機
●  アフターサービス

　素形材・エンジニアリング事業セグメントは、①鋳鍛鋼製品、②エ

ンジニアリング他の2つのサブセグメントにより構成され、2020年4月

に事業子会社として発足した日本製鋼所M&E（室蘭製作所）にて事

業を展開しています。

　鋳鍛鋼製品では、発電所向け大型軸材、原子力発電所向けの圧力容

器部材、洋上風力発電建設の杭打ち機用大型部材などの世界で唯一ま

たは高シェアの製品群を有しており、エネルギー産業の脱炭素エネル

ギーシフトの中、事業構造改革による収益基盤強化に取り組んでいます。

　新規事業は、フォトニク

ス、複合材料、金属材料の3

つの分野の事業化を進めて

います。

　フォトニクスでは人工水晶

や窒化ガリウム（GaN）など

の半導体・光学デバイス向け

材料、複合材料では炭素繊

維強化樹脂（CFRP）製品など

航空機向け軽量・高強度材

料、金属材料ではチタン銅な

どの各種電子機器向け材料

を提供し、収益事業化を進め

ています。

広島製作所 横浜製作所 名機製作所

プラスチック 発電機器 新事業モビリティ 再生可能エネルギー高性能電池 インフラ
電子
デバイス

防衛

日本製鋼所M&E
（室蘭製作所）

新事業
・フォトニクス
・複合材料
・金属材料

産業機械事業
セグメント

85.0%

素形材・
エンジニアリング事業

セグメント

14.2%

素形材・
エンジニアリング事業

セグメント

14.2%
新規事業

0.8%

その他
産業機械

18.8%

売上高

2,387
億円

（2022年度）

樹脂製造・加工機械

38.6%

成形機

27.6%

半導体・
光学デバイス

カメラ・
センシング機器

航空機部材

モビリティ部材

電子部品

新規事業

真空ラミネータ

設計・解析

造粒機

プラスチック射出成形機

溶接構造物

クラッド鋼板

圧力容器用シェルフランジ

水素蓄圧器

製鉄用圧延ロール

発電用一体型ロータシャフト

マグネシウム射出成形機

エキシマレーザアニール装置

二軸混練押出機

防衛関連機器
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次世代準備期　　　　高度経済成長期戦後復興期創業期（戦前）

価値創造の軌跡 

社会課題・
ニーズ

技術の系譜と
顧客・市場
への提供

新たなJSW像の確立へ素材とメカトロニクスの総合企業へ培った技術を基盤に成長国家事業として始動

● 民需転換
● 脱炭素需要（EV、水素利用）
● スマホ普及に伴う液晶需要増
● 海洋プラスチック問題

● 国防産業の発展
●   エネルギーの需要増
●   産業のエレクトロニクス化の加速

1907年、北海道炭礦汽船株式会社とイギリスのアーム
ストロング・ウィットウォース社、ビッカース社の3社共
同出資により、北海道・室蘭に日本製鋼所が誕生しまし
た。国家的事業としての火砲製造により、国防産業の発
展に寄与しました。1920年には株式会社広島製作所を
買収して広島工場（現 広島製作所）を設置し、火砲事
業を拡大しました。

エネルギー需要増や、急速に進むエレクトロニクス化と
いう市場変化を捉え、新たな付加価値創出に注力しまし
た。原子力発電所用超大型部材（圧力容器やロータシャ
フト）の製造、射出成形機の油圧式から電動式への切り
替え、マグネシウム成形技術の導入などを行いました。

戦後は、事業領域の主軸を民需製品へと大きく転換しま
した。火砲製造で培った技術を活かし、発電用のロータ
シャフトや石油精製用圧力容器などの大型鋳鍛鋼製品
の製造、プラスチック加工機械としての射出成形機や押
出機の製造などが本格化していきました。

地球環境にやさしい製品を求める社会に貢献するために、
リチウムイオン電池用セパレータフィルム製造装置の製造、
軽量性に優れる自動車用大型プラスチック部品の成形機の
製造、プラスチック資源循環社会に適応した各種樹脂加工機
械、水素社会に向けた水素蓄圧器の供給などを進めています。

特殊鋼技術
素材製造技術

製品の拡大

製造技術

圧力容器製造・
高圧技術

圧力容器技術

水素取扱技術

圧力容器製造・高圧技術

※GaN：窒化ガリウム

素材製造技術

砲身加工技術

二次加工装置への展開

製造技術

鋼中の水素研究

プラスチック　　射出成形機

株式会社名機製作所

プラスチック押出機

フィルム・シート製造装置

発電用ロータシャフト

石油精製用圧力容器

原子力発電用                         圧力容器

人工水晶

水素蓄圧器

GaN※単結晶基板

高圧筒、反応塔（肥料プラントなど）

火砲製造技術

20232000s1970s19451907

当社フェーズ

水素吸蔵合金

リチウムイオン電池用セパレータフィルム製造装置

マテリアル・ケミカルリサイクル用押出機

マグネシウム射出成形機素材の拡大

エキシマレーザアニール装置メカトロニクス技術

厚板圧延 クラッド鋼板・鋼管

売上高推移
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トップメッセージ

2023年度は、再スタートの年
新たな成長へ、変革と挑戦を続ける。
株式会社日本製鋼所
代表取締役社長

松尾 敏夫

　中期経営計画「JGP2025」（2021～2025年度）の2年目

となる2022年度の連結業績は、売上高が樹脂製造・加工

機械の販売増加などにより2,387億円（前年同期比11.7%

増）、受注高が2,760億円（同2.9%増）となり、ともに過去

最高となりました。当社はこの15年間にわたり2,000億円

前後の売上・受注規模で推移していましたが、産業機械事

業の売上が拡大して当該事業だけで2,000億円を超える規

模になったことで、その壁を破れたことはエポックメーキン

グな出来事であると捉えています。「JGP2025」の最終年度

目標である、売上高2,700億円を2年前倒しでの2023年度

に達成できそうなレベルまで到達できたことは、これまでの

取り組みの大きな成果と言えます。

　一方、利益面は、業績予想を2023年2月に下方修正し、

営業利益は138億円（前年同期比10.4%減）、親会社株主

に帰属する当期純利益は119億円（同14.1%減）と減益と

なり、利益率が低下したことは大きな課題として捉えていま

す。減益となった要因は2つあります。一つは、調達・外注

費、原材料費、燃料費などの変動費の高騰です。代価改善

についてお客様と交渉を進めましたが、2022年度にはその

成果が十分には表れませんでした。2023年度に入り、お客

様のさらなるご理解も得られ、収益の改善が進んでいます。

もう一つは、製造検査における不適切行為の影響であり、

素形材・エンジニアリング事業において営業損失8億円（前

年同期は営業利益13億円）を計上したことです。同事業の

2023年度は、再発防止策に対するお客様のご理解が進ん

だ結果、売上が増加し、黒字転換する見通しです。これらを

踏まえて、「JGP2025」の期間中ではありますが、新たな中

期経営計画を2024年度から前倒ししてスタートさせるべく

「JGP2028」の策定を開始しました。

2022年度は過去最高の売上高・受注高を達成、利益の改善が課題

　当社は1907年に創業して以来、さまざまな素材の開発

や社会実装に取り組み、世の中の発展に貢献してきまし

た。創業当時は、日本が近代化を図るにあたり必要とされ

た最先端の良質な「鋼」の製造に貢献し、戦後は1950年

にプラスチックの押出機を自社開発したことを皮切りに、

その後も造粒機、射出成形機の技術開発・装置開発を進

め、プラスチックの社会実装を通じて日本の戦後復興か

ら高度経済成長を支えました。さらに1994年には、軽量

でリサイクル性に優れるマグネシウムの射出成形機を世

界で初めて実用化し、1995年には高精細ディスプレイの

製造工程に欠かせないエキシマレーザアニール（ELA）装

置を世界で初めて開発しました。そして現在は、半導体の

消費電力を大幅に低減する窒化ガリウム（GaN）など新

素材の開発を推進しています。

　このように当社は多様な製品を開発・製造してきました

が、2022年4月に私が社長に就任するにあたり、全ての

事業を当社独自の1つのキーワードで表現できないかと考

えました。そして同年11月、「Material Revolution®」を

キーワードとしてパーパスを定め、これを起点とする企業

パーパスを起点とする企業理念体系のもと、ベクトルを1つにして邁進

理念体系を策定しました。「Material Revolution®」とい

う言葉で表現したことにより、全従業員が当社は優良な

鋼やプラスチックといった新たな素材を社会実装すること

で価値を生み出してきたという共通認識を持ち、ベクトル

を合わせることができるようになったと感じます。

　「『Material Revolution®』の力で世界を持続可能で豊

かにする。」というパーパスのもと、新しい事業領域創出

に向けた研究開発においても、方向性がぶれることなく

推進することができます。これからの社会においては、資

源循環型社会と低炭素社会の進展をサポートし、持続可

能なだけでなく、豊かな社会づくりに貢献することが重

要だと考えています。例えば、プラスチックの包装は、鮮

度の保持、長期保存を可能にし、安全・安心な食に不可

欠なものとなっています。加えて、包装が軽量であること

は、物流時のCO2排出量削減に貢献しています。このよ

うな豊かな生活を損なうことなくCO2排出量削減を進め

られるように、省エネルギー性に優れ廃棄プラスチック

問題の解決につながる装置や素材などの開発に取り組ん

でいきます。
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　当社グループは、10年後の2033年度にあるべき姿とし

て、売上高を現状の約2倍となる5,000億円規模とすること

を目指しています。これは長い歴史を持つ当社グループが、

今後も企業価値を持続的に高めていくために必ずや達成し

なければならないと考えています。基本的な考え方として

は、売上拡大による利益拡大で、企業価値の向上を実現し

ます。売上拡大に向けた戦略として、「成長領域における生

産能力の増強」「グローバル展開の推進」「イノベーションを

通じた新規事業領域の創出」「人材への投資」に注力してい

きます。

成長領域における生産能力の増強
　当社グループが成長に向けて特に重要であると考えている

のが、「プラスチック資源循環社会」と「低炭素社会」の実現に

貢献する領域です。

　世界におけるプラスチックの生産量は、この50年間で約20

倍となり、現在は4億t／年の水準となっています。プラスチッ

クには優れた機能が多くあり、例えば軽量、断熱性は省エネ

に、ガスバリア性はフードロス低減などの社会課題の解決に

貢献しています。これらのことから、プラスチックは、セメント、

鉄鋼、アンモニアに並んで、現代社会に不可欠な4大素材の

一つと言われています。今後も、経済成長と人口増を背景と

して需要は増加を続け、2040年には8億t／年、2060年には

12億t／年になると予測されています。そうした中、当社グルー

プが扱っている多様なプラスチック素材の量産に必要な装置

である造粒機や二軸混練押出機、プラスチック素材をフィル

ムや3次元形状の部品に成形するフィルム・シート製造装置、

プラスチック射出成形機などの需要は、中長期的に拡大する

見込みであり、その取り込みに向けて生産能力の増強を図っ

ていきます。

　そして、持続可能な社会の実現に向けては、大量生産・大

量消費（廃棄）を前提とする現状のリニア型社会では、廃棄

物の発生、資源の枯渇、生態系の破壊など多くの問題を引き

起こすことから、サーキュラーエコノミー（循環型経済）への

転換を進めることが必要であり、当社はプラスチック総合加

工機械メーカーとして、プラスチック資源の循環に貢献してい

きたいと考えています。現在、主にご提供しているのはプラス

チックの「製造」と「成形」に関わる装置ですが、今後は、「リ

サイクル」に関わる装置のご提供にも注力します。プラスチッ

信頼回復に向けて、4つの視点で改革への取り組みを継続して実施 10年後の売上高5,000億円規模を目指し、成長戦略を推進

ンス月間」の制定や品質コンプライアンスに関わる教育・研

修の強化などに取り組んでいます。室蘭で発生したという

ことは、他の事業所でも今回のような問題が起こる可能性

があると考えなければいけません。M&E社で進んでいる意

識変革を他の事業所にも浸透させ、全ての役職員が当事

者意識を持って取り組んでいくことで、今回のような問題

を絶対に再発させない企業風土を確立していきます。

　そのためには、経営陣ができるだけ多くの従業員と双方向

のコミュニケーションを行い、課題意識を浸透させ、企業風

土を改革していく必要があると考えています。私自身も、毎

月M&E社をはじめとする各事業所に出向き、現場の職長ク

ラスの従業員とのタウンミーティングおよび課長クラスの従

業員と対話するランチミーティングを設けています。ともに、

2023年1月から毎月実施しています。タウンミーティングで

は、現場の問題点や製造検査における不適切行為をどのよう

に考えているか、今後どのように取り組んでいくべきかといっ

たことについて、意見交換しています。M&E社の従業員から

「仕事にもお客様にも新たな気持ちで向き合っている」とい

う言葉が聞かれ、意識は大きく変わってきていると感じます。

　また、2023年8月に「組織風土改革プロジェクトチーム」を

発足し、活動を始めました。全ての拠点・事業領域から公募

で若手の従業員を約30人集め、当社グループの風土や企業

文化について考えていることや変えるべきことなど、意見をど

んどん出してもらっており、これらを真摯に受け止め、さらな

る改革への取り組みにつなげていきます。そして、それを従業

員エンゲージメント調査で確認し、PDCAを回していきます。

　再発防止に向けて重要なことは、風化させないことです。

「百里を行く者は九十を半ばとす」というように、全役職

員が改革に向けて気を緩めず一丸となって再発防止に取り

組んでいきます。

ク原料としてのリサイクルに直接関わる二軸押出機はもちろ

んですが、リサイクルされたプラスチック原料を成形するため

の射出成形機やフィルム・シート製造装置のラインアップも拡

充します。さらに、リサイクルの分野で社会的価値を創出する

ことに注力し、廃プラスチックなどの問題の解決に貢献すると

ともに、当社の持続的な成長につなげていきます。

▼   詳細はP.18-19をご参照ください。

　一方、低炭素社会の実現に向けては、プラスチックによる

軽量化、断熱を通じた省エネはもとより、例えば、電気自動

車（EV）の普及に貢献する製品を手がけており、当社にとっ

て成長への大きな機会と捉えています。中でも、リチウムイ

オン電池向けセパレータフィルムの製造装置は、EVの中長

期的な普及拡大に伴って需要の増加が見込まれ、2025年

度には2021年度比で約3.5倍の売上規模を計画していま

す。生産ラインの整備は計画どおり進捗しており、2024年3

月末までに年間60ライン体制を構築するとともに、次世代

のリチウムイオン電池の量産技術に関わる研究開発も進め

ていきます。また、EVに搭載される部品として、軽量・耐熱

性・電磁波を防ぐ性質を持つマグネシウムの使用が増えて

おり、当社が独自技術を持つマグネシウム射出成形機は、

2022年度における受注台数が過去最高となり、2023年度

はさらに上回る見通しです。

　こうしたプラスチックの需要拡大への対応、プラスチック資

源循環への貢献、低炭素社会の実現への貢献に向けて、広

島製作所の生産能力を増強していきます。具体的には、2023

年度の下期から第9組立工場、2024年度の下期から第10組

立工場の操業を開始し、さらに、2024年度からスマートファ

クトリーの新たな機械工場を立ち上げる予定です。広島製作

所の製品群は内製化比率が高く、利益率の高さにつながって

います。生産能力を増強することにより、旺盛な需要に対応

するとともに、変動費の改善を図ります。

再発防止策4つの視点

品質保証体制改革 事業部・製作所の品質保証マネジメントを監視・監督する品質統括室を本社に新設。M&E社の製品部への権
限集中の是正。

企業風土改革
品質コンプライアンス意識の強化・向上に向けて、経営トップ・幹部からのメッセージの発信、および従業員との
対話を繰り返し実施し、「チャレンジが評価される（チャレンジしたうえでの失敗を隠さず報告でき、その失敗を
克服してさらなる成長を遂げる）」「おかしいことを『おかしい』と言える」など、風通しの良い企業風土に刷新。

プロセス改革 不適切行為が起こりにくい事業プロセスへの改革。製品検査記録の改ざんや誤記入を防ぐ自動測定などデジ
タル化した検査業務システムの構築。

ガバナンス改革 内部監査機能や通報制度を強化。あわせて、取締役会の実効性強化のため、社外取締役を3名から4名に増員
し、社外取締役比率を上げるとともに、当社として初めての女性役員を登用して多様性を確保。

当社製品・事業 低炭素社会貢献への
インパクト

リチウムイオン電池用セパレータ
フィルム製造装置 EV普及
マグネシウム射出成形機

油圧式プラスチック射出成形機の
電動プラスチック射出成形機への
置き換え

消費電力・
作動油の削減

　当社は、2022年5月に、子会社である日本製鋼所M&E株

式会社（以下、M&E社）において、製品検査結果の改ざん・

捏造・虚偽記載などの不適切な行為が行われていたことを公

表しました。その後、外部弁護士で構成される特別調査委員

会による調査結果と提言を真摯に受け止め、再発防止に向

けた取り組みを2022年11月に発表し、当社グループ一丸と

なって、「品質保証体制改革」「企業風土改革」「プロセス改革」

「ガバナンス改革」の4つの視点で改革を進めています。ま

ず、即効性のある対策として、「品質保証体制改革」「プロセ

ス改革」を、さらに「ガバナンス改革」においても施策を推進

し、この一年で着実に変革を図ることができました。

　「企業風土改革」という意識面の改革については、経営

陣から全従業員に向けたビデオメッセージの発信や、当社

独自の教育カリキュラム・テストの実施、「品質コンプライア
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再スタートの年、持続可能な企業への変革と挑戦を続ける

　2022年度は製品検査に関する不適切行為により、お客

様をはじめ、全てのステークホルダーの皆様に多大なる

ご迷惑とご心配をおかけしたことを、あらためて心より深

くお詫び申し上げます。

　2023年度は、新たな体制のもと、引き続き再発防止に

向けて取り組むとともに、さらなる成長に向けて、設備投

資や研究開発、人材への投資を加速していきます。私はも

とより役職員も、変わっていこうという意識が非常に強く

なっていることを感じます。社会的価値と経済的価値を両

立する持続可能な企業を目指し、変革と挑戦を続けてま

いります。

　ステークホルダーの皆様には、当社グループの変革と

成長にご期待いただき、引き続き変わらぬご理解とご支

援を賜りますようお願い申し上げます。

グローバル展開の推進
　成形機事業については、高い市場シェアを持つ国内にお

ける生産能力の増強と並行して、グローバル展開を推進し

ており、すでに中国や北米では現地生産体制を構築済みで

す。これからは残された巨大マーケットである欧州市場に

おいてシェア拡大を図るべく、2022年度にポーランドに新

工場を竣工しました。現在、欧州市場では油圧式射出成形

機が多く使用されていますが、脱炭素化への動きや電気料

金の高騰を背景として、消費電力を6割削減（大型機を前

提に当社試算）し、作動油の使用量も大幅に削減できる電

動式射出成形機の需要が高まっており、切り替えが進んで

います。ポーランドの新工場での生産により、リードタイム

を短縮するとともに、お客様の多様なニーズに対応し、伸

長する需要を取り込んでいきます。

　また、樹脂機械事業では、さらなる事業規模の拡大とと

もに中国のみならずインドでの事業の強化を図っていきま

す。その一環として、アフターサービス業務の強化を目指

し、同国に人員を配置するなどメンテナンス体制を整えま

す。このように、世界各地のお客様への安定した製品供給、

そして、お客様のご要望に迅速に対応する質の高いアフ

ターサービスを行っていきます。

イノベーションを通じた新規事業領域の創出
　既存事業の強化・拡大とともに、当社グループのコア・

コンピタンスを活かし、今後成長が見込まれ、社会課題に

対応する事業の創出への種まきを進めていくことも重要で

す。現在、当社の主力製品の中には、プラスチック押出機

や射出成形機のように40～50年という長い時間を経て花

を咲かせた製品もあります。目先の事業化にとらわれず、

コア・コンピタンスを基軸としてパーパスに沿った形で未来

への研究開発を進めていくことが重要であり、この取り組

みの強化に向けて、2023年4月にイノベーションマネジメン

ト（IM）本部を新設しました。これまでの製作所ごとに分

かれた研究活動では、既存事業の延長線上にあるイノベー

ションへの取り組みが中心になりがちでしたが、IM本部で

の研究は、自由な発想で新たなものを生み出すことを第一

のミッションにしようと従業員に話しています。

　一例として、全固体電池などの次世代電池が量産され

るステージとなった時には、当社のコア・コンピタンスであ

る「溶かす」「混ぜる」「固める」を活かした製造装置が貢献

できるように研究開発を進めています。また、三菱ケミカル

グループと共同で窒化ガリウム（GaN）基板の量産に向け

た結晶成長の実証実験を進めています。新たな製造技術で

生産性を高め、GaN基板のコスト低減を狙っていますが、

その製造技術にはコア・コンピタンスが活かされています。

GaNは現在主流のシリコンに比べて電力損失が小さく、発

熱量が少ないことに加え、高速での動作が可能な特性を持

ちます。この特性を活かして、EVの電力変換器や車載充電

器、第5世代移動通信システム（5G）への活用が見込まれ

ます。これらはいずれも、低炭素社会や超スマート社会へ

の貢献を通じて、世界を持続可能で豊かにしていく研究開

発です。

　さらに先の未来、その未来を担う若いエンジニアには自

由な研究を奨励しています。実際の声を聴くと、おもしろい

発想が数多く生まれています。

　技術は全てつながってくるものであり、未来への研究も、

現在の製品の進化に必ず活きてきます。現在のコア・コンピ

タンス「溶かす」「混ぜる」「固める」技術と「機械要素技術」

「精密制御技術」を活かした研究開発はもちろんですが、

新しい革新技術の創出、さらにそれを適用した要素技術開

発も行い、新たな顧客や事業領域の創出を目指して取り組

んでいきます。

▼   詳細はP.14-15をご参照ください。

人材への投資
　5,000億円企業へと規模を拡大するには、設備投資・研

究開発とともに、人的資本を強化することが不可欠です。

次期中期経営計画「JGP2028」とあわせて、人材戦略につ

いても中期的な計画の策定を進めていきます。また、企業

として次のステージに進むためには、継続してイノベーショ

ンを生み出す組織となることが重要です。多様な人材の獲

得・育成を進め、一人ひとりが能力を最大限に発揮できる

よう、心理的安全性を含む働く環境の整備や働き方改革、

待遇の向上などに取り組み、働きがいのある魅力的な職場

環境の実現に向けて、人材への投資を加速させていきます。

工場においても、自動化を進め、新工場ではさらなる働き

やすさを重視した「スマートファクトリー」とすることを目

指しています。

　また、当社では女性従業員比率が低く、結果として、女

性管理職比率も低い水準にとどまっているため、これまで

以上に女性の活躍推進に向けて取り組む必要があると考

えています。10％程度だった新卒採用者に占める女性比率

は、2023年度入社者では約15%に高まりましたが、まだ

十分ではないと認識しています。現在、女性が活躍できる

ように環境の整備を進めていることを積極的に社外に発信

し、女性従業員の採用に注力していきます。

　役員については、2023年6月に、当社としては初めて女

性の社外取締役と監査役が就任しました。女性従業員との

タウンミーティングを行い、女性従業員のモチベーション

が喚起されると同時に、さまざまな意見交換を行う中で、

新たな問題提起もありました。従業員の声を傾聴し、働く

環境や制度の整備に一層力を入れていきます。

　そして、DX（Digital Transformation）や知的財産、電子

デバイス関連など新規事業の部門などでは、外国籍人材や

経験者の採用を積極的に行っています。当社にはない考え

方やアプローチをもって活躍しており、当社に多くの気づき当社シェア
2～3％

欧州全体で
10,000台／年の
市場規模

24.3期 29.3期

1.0

2.0■国内生産
■欧州生産

欧州市場におけるシェア 欧州向け成形機台数推移
見通し（指数）

をもたらしています。幅広い人材の知識が融合し、新たな

発想が生まれ、会社が変わってきていることを実感していま

す。引き続き、人材の多様性を推進するとともに、入社した

人が夢を実現し、当社に入ってよかったと心から思える会

社にしていきたいと思います。
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JSW Group 
Value Creation 
Process
（価値創造プロセス）

アウトカムビジネスモデル アウトプット

VisionPurpose

当社を
取り巻く環境

社会課題を解決する
　・産業機械
　・新素材

　  財務資本
・株主資本：154,108百万円
・R&I格付：A（安定的）

　  設備資本
・設備投資額 ：7,346百万円（2022年度）

・製作所：3拠点
・ テストセンター： 
樹脂機械3拠点、成形機6拠点
・  アジア、北米、欧州の 
主要市場地域をカバーする 
営業拠点、グループ会社

　  人的資本
・グループ従業員数：4,966名
・ 単体従業員数：1,758名
・技能系総合職社員（単体）：817名
・技能伝承の研修施設： 2カ所

　  知的資本
・研究開発費：5,020百万円 （2022年度）

・保有特許権： 国内 928件 
海外 508件

　  社会関係資本
・顧客との長期安定的な関係
・製作所所在地域との良好な関係

　  自然資本 （2022年度）

・エネルギー消費量：2,728TJ
・取水量：1,616万m3

2023年3月31日時点

資本

世界的な人口増加
・  新興国を中心とした消費の拡大・多様化
・ 食糧問題

先進国における少子高齢化
・  国内市場の縮小、労働人口の減少

DX、AI、IoTの進展
・ ビジネスモデル、働き方の変革
・ 関連インフラ投資の本格化
・ 無形資産・人的資本重視の経済

2050年カーボンニュートラル
・ リチウムイオンなど蓄電池の進化
・ 自然由来エネルギーの拡大
・ 水素・アンモニア事業の拡大
・ 化石燃料の段階的廃止
・ 原子力発電の再評価

廃プラスチック問題
・ リサイクル事業、廃棄物処理事業の発展
・ 化石燃料由来プラスチックの削減
・ 生分解性プラスチックへの転換
・ 生態系や自然資本維持への議論の高まり

社会価値の創出 持続的な
企業価値の向上

お客様
・ お客様のビジネス機会拡大への
貢献
・お客様が抱える課題の解決
・環境負荷低減への貢献

地球環境
・ 生産活動の省エネルギー化、省
資源化（CO2排出量削減）
・ 製品・ビジネスを通じたCO2排出
量削減

地域社会
・ 雇用や調達を通じた 
地域経済への貢献

従業員
・ワクワクして働ける職場環境
・ 高度なスキルを持った 
プロフェッショナル人材への成長

お取引先
・公平・公正に接し、誠実な取引
・ 企業価値創造のパートナー
シップの構築

株主・投資家
・中長期的な企業価値の向上
・安定した株主還元

持続可能な社会
（特にプラスチック資源循環社会の実現、
プラスチック汚染の抑制）

豊かな社会
（健康、医療、食料、エネルギーなどの
社会的課題を解決）

気候変動の抑制製
造
技

術

材料設計
技
術

コア・コ
ンピタンス

「溶かす」「混ぜる」
「固める」技術

機械要素技術
精密制御技術

マテリアリティ
当社グループの事業を通じた価値創造と社会課題の解決
・プラスチック資源循環社会の実現
・低炭素社会への貢献
・超スマート社会への貢献

当社グループの持続的成長に向けた経営基盤の強化
・人的資本の強化とダイバーシティ＆インクルージョン
・未来への投資とイノベーションマネジメント
・JSWグループにおけるガバナンス強化

Material Revolution®

「Material Revolution®」の力で
世界を持続可能で豊かにする。

樹脂機械樹脂機械

成形機

その他産その他産業機械業機械

素形材・素形材・
エエンジニアリングンジニアリング
サービスサービス

新事業新事業

社会課題を解決する
産業機械と新素材の開発・実装を通じて
全てのステークホルダーに貢献する。
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特集 ̶価値提供の実現に向けたイノベーション戦略̶

　当社グループは、10年後のあるべき姿として、社会課題の解決を通じた5,000億円事業グループへ

の成長を掲げております。そのためには、現有製品の競争力強化のみならず、プラスチック資源循環

社会の実現、低炭素社会・超スマート社会への貢献を好機と捉えた新しい市場の開拓および技術革

新が不可欠となります。そこで、日本製鋼所グループの理念体系やマテリアリティに沿った新規テー

マ探索・立案および基盤技術の研究開発といった全社的なイノベーション創出のための組織として、

2023年4月にイノベーションマネジメント（IM）本部を新設しました。さらに当社および日本製鋼所

M&Eの研究開発組織を再編し、先端技術研究所（広島市安芸区）、マテリアル技術研究所（北海道室

蘭市）および電子デバイス技術研究所（横浜市金沢区）を新設しました。

　IM本部では、イノベーション創出のために、研究開発の推進

と、研究開発の高度化・効率化に注力します。研究開発は、新

たな技術・製品・事業の創出を主目的として中長期的に取り組

むことを基本とする“基盤技術研究”と、現有製品・事業の競争

力強化のために短中期的に取り組む“要素技術開発”とに大別

し、リソース集約のもと推進します。

　特に、基盤技術研究は、当社グループの継続的な成長と売上

高5,000億円事業グループへの躍進に不可欠と認識しています。

新たな製品・事業のためにコア・コンピタンスを核とした研究開

発が主体となりますが、コア・コンピタンスに捉われない革新技

術創出のための基盤技術研究も実施します。具体的には、自由

な発想で行える萌芽的研究を推奨・活用しています。こうした活

動によってマテリアリティの解決など将来を担う可能性のある

ハードウェア（デバイス関連装置、金属積層造形（アディティブ・

マニュファクチャリング）、ロボティクスなど）、ソフトウェア（AI、

IoT、ビッグデータ、デザイン工学、品質工学＝サービスのプラッ
トフォームなど）を創出・育成します。特に、若手の研究員の育

成とチャレンジする風土への改革に取り組んでいます。

　研究開発の成果は、事業部門と連携して、主に以下の４つを
柱として事業・製品の創出・育成・強化を行い、事業ポートフォ

リオへの組み込みを目指します。

1   研究開発の成果物そのものを事業ポートフォリオへ組み込
み、新たな事業・製品の候補とする

2  新事業・新製品を市場へ浸透させることで収益性を向上

3   性能向上・新機能付与などによって既存製品または新製品
を市場トレンドに沿ったものに変貌させることで売上高成

長性を向上

4   既存の事業・製品・サービスの差別化技術を強化することで 

収益性を向上

　これらの活動により、当社グループの経営理念を具現化する

とともに、経営戦略の実行に寄与する役割を担います。

新事業・新製品の創出や育成の仕組み

組織体制と主要業務

社長

経営企画室

ESG推進室

品質統括室

事業開発室

知的財産部

イノベーション企画部
（本社）

人事教育部

イノベーション
マネジメント本部 ・全社技術統括、IM本部統括、新規事業探索・企画

先端技術研究所
（広島）

マテリアル技術研究所
（室蘭）

電子デバイス技術研究所
（横浜）

・全社のAI技術を含む機械系に係る研究開発、品質保証活動支援
・広島製作所、名機製作所の研究開発管理

・全社の材料系に係る研究開発、品質保証活動支援
・日本製鋼所M&Eの研究開発管理

・全社の電子デバイスに係る研究開発、品質保証活動支援
・横浜製作所の研究開発管理

マテリアリティ
事業を通じた価値創造と社会課題の解決
● プラスチック資源循環社会の実現
● 低炭素社会への貢献
● 超スマート社会への貢献

当社の持続的成長に向けた経営基盤の強化
● 人的資本の強化とダイバーシティ＆インクルージョン
● 未来への投資とイノベーションマネジメント
● JSWグループにおけるガバナンス強化

分類 機能 内容

研究開発
推進

基盤技術研究： 新技術・製品・事業の創出 
（中長期的研究）

・ コア・コンピタンスを核とした、新たな技術・製品・事業を創出するための研究
開発（RC）
・新たな技術（革新技術）創出のための研究開発（RB）

要素技術開発： 現有製品・事業の競争力強化
（短中期的開発）

・コア・コンピタンスの適用による要素技術開発（DC）
・新たに創出された革新技術の適用による要素技術開発（DB）

研究開発の
高度化・
効率化

研究開発の成功率の向上
・IP（知的財産）分析と市場調査に基づく戦略の策定
・当該戦略に準じた研究開発計画の策定と実行

研究設備環境への投資強化 ・イノベーション創出を可能とするダイバーシティ環境の整備

研究開発技術者の育成
・基礎研究高度化のための環境整備（国内外アカデミアとの連携強化など）
・計画的な技術人材の育成（学位取得推進、部門間ローテーション促進など）

技術プレゼンスの向上 ・学会発表、論文投稿、技報発行等の社外活動強化・とりまとめ

全社的なイノベーション創出機能
・ 研究開発推進 
・ 研究開発の高度化・効率化

取締役常務執行役員
CTO、全社品質担当、知的財産部担当、
新事業推進本部担当、品質統括室長、
イノベーションマネジメント本部長

井上 茂樹

IM本部

Technology 
Map

DB
Development with
Basic technology

DC
Development with
Core technology

RB
Research of

Basic technology

RC
Research of

Core technology

コア・コンピタンス革新技術

事業部

事業ポートフォリオ

：新事業・新製品
：既存事業・既存製品

売
上
高
成
長
率

研究開発成果の事業ポートフォリオへの組み込み

成長期待事業

収益構造改革事業

重点投資事業

再成長検討事業
1

2

3

3

4

資本収益性（ROIC）

Basic Core

De
ve

lop
me

nt

Re
se

arc
h
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マテリアリティマネジメント

　当社は、2022年11月の取締役会において、パーパスを実現す

るために優先的に取り組むべきテーマとして、世界を持続可能で

豊かにするために、「当社グループの事業を通じた価値創造と社

会課題の解決」という視点と、「当社グループの持続的成長に向け

た経営基盤の強化」という視点で策定を進め、6つのマテリアリティ

（重要課題）を特定しました。

　当社グループにおいて、特定したマテリアリティの重要性を認

識したうえで、課題解決に向けた実効性のある経営、事業活動に

取り組んでいます。

　また、策定を始めた次期中期経営計画（JGP2028）と連動して、

「価値創造と社会課題の解決」では社会・環境への影響と長期的

な企業価値への影響の両面を踏まえて、「経営基盤の強化」では

中長期的な成長実現のために強化が必要な資本が何かを見据え

て、目標・指標を検討しています。

特定プロセス

外部環境

● プラスチックによる地球環境汚染
● 世界的な気候変動（CO2排出）
● 2025年の崖
● 少子高齢化
● 新興国の経済成長、人口増加
● ガバナンスの高度化

STEP1 STEP2 STEP3 STEP4 STEP5

メガトレンド、国際的ガイド
ラインなどから社会課題を
網羅的に抽出した後、重要
度評価によりショートリスト
化しました。

課題を抽出
ショートリストをもとに社内
討議を行い、重要なマテリ
アリティ候補を絞り込みま
した。

絞り込み
類似する重要なマテリアリ
ティを「価値創造と社会課
題の解決」と「経営基盤の
強化」に大別してグルーピン
グしました。

グルーピング
当社グループの事業・経営
基盤にとっての重要度を確
認しながら経営層で半年に
わたり度重なる討議を実施
しました。

経営層での討議
マテリアリティを最終化
し、取締役会で承認を得ま
した。

特定

想定した外部環境とそれに係るリスクと機会

リスク

● プラスチック需要の減退
● 製品の省エネ化の難易度、製品コストの上昇
● 対応遅れによる当社グループの市場競争力低下
● 人的資本の維持・強化の困難化
● 対応遅れによるステークホルダーからの信用、評判の低下

機会

● プラスチック資源の循環利用・減量化要求
● 電気自動車(EV)の世界的な普及
● 再生可能エネルギー由来発電の普及
● 5G/6G対応のデジタルインフラ整備、インフラの省エネ化要求
● 市場の活性化、多様化

マテリアリティ 重要性が高いと考える理由 取り組み事例 SDGsとの関係
当社グループの事業を通じた価値創造と社会課題の解決

プラスチック資源
循環社会の実現

　世界に類を見ないプラスチック総合加工機械
メーカーを目指している当社グループにとって、
プラスチックをつくるだけではなく、資源循環に
不可欠な3R＋Renewableを実現する各種プラス
チック加工機械を社会に供給することは、極めて
重要性が高い。
　当社グループのコア・コンピタンスを最大限に
活用することによって、社会からの要請に適合す
るプラスチック加工機械の開発・創出に強みを発
揮できる。当社グループの事業拡大機会としても、
優先度が高い。

［Renewable］
・ 非化石燃料由来プラスチック普及への貢献
 － 二軸混練押出機（Twin Screw Extruder 
（TEX））

［Reduce］
・ プラスチック使用量の削減
 － セルロースナノファイバー強化プラ用樹脂 
加工機械

 －発泡プラ用射出成形機
・ 海洋プラスチックごみ削減への貢献
 －生分解プラ用各種樹脂加工機械
［Recycle］
・ リサイクル普及への貢献
 － マテリアル・ケミカルリサイクル用TEX
 － リサイクルプラ対応射出成形機、中空成形機

低炭素社会への
貢献

　低炭素社会の実現は、世界的に最重要視され
ている課題の一つである。当社グループの産業機
械で生み出される製品、当社グループの新素材
が搭載される製品は、CO2排出量の削減に貢献
してきたが、今後、その要求はさらに増すと予測
され、当社グループにとって重要性が高い。
　加えて、当社グループ産業機械製品の消費エ
ネルギーの低減、当社グループ製造拠点の稼働
に起因するCO2排出量の抑制に取り組むことも
責務である。

［CO2発生ゼロ］
・ 電気自動車（EV）普及への貢献
 － リチウムイオン電池セパレータフィルム製造
装置

 －軽量車載部品（マグネシウム射出成形機など）
［CO2発生抑制］
・ 産業機械製品の消費エネルギー低減
・ 事業活動に起因するCO2排出量の抑制

超スマート社会への
貢献

　超スマート社会では、医療、食料、環境、エネ
ルギー、防災など、あらゆる分野での社会的課題
の解決が期待されている。この実現には、大量の
データを高速、かつ少ない消費エネルギーで処
理できる5G／6G対応のデジタルインフラの構築
が不可欠である。
　当社グループの産業機械、新素材は、インフラ
を構成する機器の基幹部品に関わっており、超ス
マート社会の実現に必要不可欠な存在になりう
る。当社グループの事業拡大機会としても重要性
が高い。

［インフラ機器の高性能化・省エネルギー化］
・ 演算・記憶素子の高性能化・省エネルギー化
 －電子デバイスの製造に関わる装置
 －窒化ガリウム（GaN）基板
［入出力端末の高性能化］
・ スマホ、タブレット、パソコンなどの高性能化
 －ディスプレイ・電子部品の製造に関わる装置
 －SAWデバイス用基板

当社グループの持続的成長に向けた経営基盤の強化
人的資本の強化と
ダイバーシティ＆
インクルージョン

　当社グループの成長を牽引し、イノベーション
を生み出し、価値創造につなげることができる人
材など、人的資本の多様化・拡充は、当社グルー
プの経営基盤の強化のために、最優先で取り組
むべき事項であり重要性が高い。

・ 多様な人材の「獲得」「育成」の推進
 獲得　 幹部クラスを含む中核人材の積極的な

採用
 　　　高度専門人材獲得のための処遇改善
 育成　 若手ハイパフォーマーの早期抜擢

未来への投資と
イノベーション
マネジメント

　将来にわたって当社グループが社会に貢献し
続けるには、コア・コンピタンスに磨きをかけて技
術的優位性を維持・強化するとともに、事業の拡
大が不可欠である。
　持続的成長にはイノベーションも必須である。
データに基づく迅速な意思決定、ビジネスモデ
ルの変革、新たな価値の創出などを支援するDX
（Digital Transformation）の推進は重要である。

・ R&D体制の増強によるコア・コンピタンスの 
強化
・ 生産能力の増強、M&Aを通じた事業の拡大
・ DX推進計画の完遂

JSWグループ
における

ガバナンス強化

　当社グループの持続的成長のためには、コンプ
ライアンス、ガバナンスのさらなる強化だけでな
く、顧客や投資家はもとより、従業員、お取引先
などステークホルダーとの対話が重要である。
　加えて、品質を重視した信頼性の高い産業機
械・新素材を社会に供給することは、当社グルー
プ事業の根幹であり、品質保証体制・システムの
一層の強化は重要である。

・ コンプライアンスの強化
 － 国内外におけるコンプライアンス・ラインの
拡充

・ グループガバナンスの強化
 －レポーティングラインの見直し
・ ステークホルダーエンゲージメントの推進
・ 品質保証体制・システムの強化

ESG推進室

外部有識者

取締役会

事業との親和性

社
会
ニ
ー
ズ

●：重要なマテリアリティ

経営への影響度

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

●：重要なマテリアリティ

当社グループの事業を通
じた価値創造と社会課題
の解決

当社グループの持続的
成長に向けた経営基盤
の強化

ESG推進室

外部有識者

社内・社外役員
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プラスチック資源循環社会の実現に向けて

　化石燃料を原料とする現状のプラスチックを、大量生産・大

量消費・大量廃棄を前提としているリニアエコノミー（線形経

済）の状況で使い続けると、天然資源（化石燃料）が枯渇する、

化石燃料からプラスチックを製造（蒸留、分解、重合など）する

のに多大なエネルギーを消費（CO2を排出）する、使い終わっ

たプラスチックを焼却処分することで大量のCO2が発生する、

投棄され、海洋に流出したプラスチックが海生動物を傷つけた

り殺傷したりする、マイクロプラスチックが食物連鎖を経て我々

の体内に入り込むなどさまざまな問題を引き起こすといわれて

います。

　これらの問題へのソリューションとして期待されているのが

社会・環境問題としてのプラスチック

断熱性
家やビルでは、プラスチックが私たち
を暑さや寒さから守ってくれています。
例えば、窓からの熱の出入りを減らす
にはプラスチック製のサッシが有効で
すが、アルミサッシに比べて断熱性能
は約2.6倍です。

ガスバリア性
プラスチック製の食品包装は食品
を空気や水蒸気から遮断します。
これにより鮮度が維持され、貯蔵
寿命が延び、フードロスの低減に
貢献しています。
また、廃棄される食肉を減らす
ことは、畜産時のCO2排出量
の削減にも貢献していると言え
ます。

再生可能エネルギー普及への貢献
太陽光発電パネルや風力発電の風
車の羽根はプラスチックなしには
つくれません。
効率的な生産速度でパネルや羽根
をつくることができ、迅速に再生
可能エネルギーの恩恵を受けるこ
とができています。

少ないエネルギーで形にできる
プラスチックは加熱すると水飴のように
柔らかくなります。この状態で引っ張っ
たり、金属製の型の中に流し込むこと
で、少ないエネルギーで形にできます。
例えば、自動車、輸送、包装、建設を代
替材料に置き換えると、部品の製造工
程時のCO2排出量は約60%増えてしま
う試算があります。

軽さ
プラスチックは紙やガラス、金属に比べかなり軽い素材です。
自動車の低燃費への貢献や食品包装の軽量化も実現しており、場所も
とりません。プラスチック包装がなければ、ロジスティクスでのCO2排
出量は50%増といわれています。

絶縁性
プラスチックは電気絶縁性があります。
リチウムイオン電池の中にも正極と負
極を絶縁する厚み数十μmのプラス
チック製のフィルムが使われています。
EVの心臓部である電池にもプラスチッ
クは不可欠です。

サーキュラーエコノミー（循環型経済）です。サーキュラーエコ

ノミーは、廃棄物の発生や天然資源の枯渇を抑制できる製品・

サービスの設計、および原材料の使用量を減らせる製品・サー

ビスの設計を行い、市場に投入した原材料や製品はその価値

をできる限り高く保ったまま循環させ続けることで、人々の豊

かな生活（ウェルビーイング）や環境負荷低減と、経済成長と

を両立させることを目指しています。これを実現できれば、上

述した天然資源枯渇の回避やCO2発生量の抑制（脱炭素）が

可能となります。また、市場投入した原材料や製品の循環が根

づくことで、海洋に投棄されるプラスチックが大幅に減少する

ことも期待されます。

プラスチック資源循環社会の実現に向けた取り組み

マテリアルリサイクル（プラスチックペレット）
ケミカルリサイクル（モノマー）

バイオマスプラ、生分解性プラ
（非化石燃料由来プラ）

木質バイオマス高配合プラ
発泡成形品 薄肉成形品 廃棄プラ削減

モノマテリアル
フィルム・シート

リサイクルプラの成形

輸出

マテリアルリサイクル
ケミカルリサイクル

化石燃料

化学企業

リサイクラー

企業・消費者

製造企業

バイオマス回収CO2

プラスチック
ペレット製造 製品化

資源回収

熱回収
埋立

（商標登録第6568917号）

Recycle
リサイクルプラ
で成形

Recycle
リサイクル可能な
モノマテリアルフィルム

Reduce
生産効率化で
廃棄プラ削減

Reduce
薄肉化で

プラ使用量削減

Reduce
発泡させて
プラ使用量削減

Reduce
充てん材添加で
プラ使用量削減

Renewable
非化石燃料原料を
プラスチックに

Recycle
（ケミカル
リサイクル）

Recycle
（マテリアル
リサイクル）

プラスチックペレット

回収プラスチック回収プラスチック

ケミカルリサイクル用
二軸押出機

バイオマス、回収CO2

二軸押出機
（TEXαⅢ）

造粒機

二軸押出機
（TEXαR）

二軸押出機
（TEXαⅢ）

二軸押出機
（TEXαR）

プラスチックペレット＋充てん材

二軸押出機
（TEXαⅢ）

二軸押出機
（TEXαR）

プラスチックペレット＋発泡ガス

物理発泡 射出成形機

プラスチックペレット

高負荷高速仕様
射出成形機

IoTソリューション

プラスチックペレット
（バージン材＋リサイクル材）

同一種プラスチックペレット
（バージン材＋リサイクル材）

フィルム・シート製造装置
射出成形機 リサイクル材用

スクリュ

プラスチック 紙
（1.5倍） ガラス

（2.5倍） 金属
（7.8倍）

省エネ社会を支え、CO2排出量削減に貢献するプラスチック
　プラスチックが持つ特長をうまく利用するとCO2の排出量を削減することができるなど、社会・環境問題の解決に有用であることか

ら、プラスチックは現代社会になくてはならない素材だといわれています。今後も、世界のプラスチックの使用量は、2040年には現在

の約2倍の8億t、2060年には12億tに増えるとの予測もあります。

　プラスチック資源のサーキュラーエコノミー、すなわちプラス

チック資源循環社会を実現することは、“世界に類を見ないプラ

スチック総合加工機械メーカー ”を目指している当社グループ

にとっては責務であるとともに機会でもあると認識しています。

　プラスチック資源循環のサイクルの中で、JSWグループは資

源回収を除いた、全ての段階で各種のプラスチック加工機械を

ご提供しています。

　特に、化石燃料由来のバージンのプラスチックを製造・製品

化するだけではなく、リサイクル（特にケミカルリサイクル）段

階に貢献できる製品群の強化を図り、プラスチック資源循環社

会の実現に取り組んでいます。この取り組みは、市場に投入し

市場に投入した原材料や製品の価値を高く保ち、循環させ続ける
・リサイクルプラスチック原料を用いたプラスチック部品を成形可能なリサイクル原料対応装置の提供
・使用済みプラスチック部品をプラスチックペレットに戻すマテリアルリサイクルのための装置の提供
・使用済みプラスチック部品を原料レベル（モノマー）に戻すケミカルリサイクルのための装置の提供

プラスチックの使用量を減らす
・木質バイオマスなど“非プラスチック”充てん材を配合してプラスチック使用量を減らした原料を製造する装置の提供
・発泡させることで少ないプラスチック量で部品を成形できる装置の提供
・薄肉化することで少ないプラスチック量で部品を成形できる装置の提供
・装置を知能化（IoTソリューション）することで成形時に発生する廃棄プラスチックの量を削減できる装置の提供

廃棄物の発生、天然資源の枯渇を抑制する
・バイオマス、発電所などから回収したCO2などの非化石燃料を原料としたプラスチック原料を製造する装置の提供
・リサイクルを可能にするために同一種のプラスチックを積層したモノマテリアルフィルムを製造する装置の提供

た原材料や製品の価値を高く保ち、循環させ続けることに貢献

すると考えています。

　ほかに、プラスチックにバイオマス充てん材を混ぜる、発泡

させる、薄肉化する、装置を知能化して成形時に発生する廃棄

プラスチックの量を減らすなど、プラスチックの使用量そのも

のを減らすことに寄与する製品もご提供しています。

　さらに、バイオマス系などの非化石燃料由来のプラスチック

原料の製造、これまではリサイクルできなかったフィルムをリ

サイクル可能にする技術・装置など、廃棄物の発生や天然資源

の枯渇を抑制する製品・サービスにも取り組んでいます。
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中期経営計画「JGP2025」の進捗

JGP2025
（2021年4月～2026年3月）

世界に類を見ないプラスチック総合加工機械メーカーへ

JGP2020
（2018年4月～2021年3月）

「次の10年」でJSWグループの確実な成長を実現させるための基盤整備

JGP2017
（2015年4月～2018年3月）

グローバル＆ニッチトップ企業グループへの飛躍

基本方針／成果［○］と課題［×］
現有事業の収益力拡大
　○設備投資による産業機械製品群の生産性向上、コスト改善
　○室蘭製作所の再構築プロジェクトを推進

新製品・新規事業の育成・早期戦力化
　○研究開発本部の組織改編
　 ×新事業の育成に遅れ

グループ経営の強化とアライアンスの推進
　 ×小規模の買収は進んだが、アライアンスのさらなる強化が必要

基本方針／成果［○］と課題［×］
経営資源の最適化とアライアンスの強化
　○プラスチック加工機械コンプレックス化の拡大
（株式会社名機製作所の吸収合併、株式会社ジーエムエンジニアリングほか
の子会社化）

　○日本製鋼所M&Eを設立（素形材・エンジニアリング事業を分社）
　○ 月島機械株式会社との協業開始、JX金属株式会社との合弁会
社設立

アフターサービス（ストック型ビジネス）の強化
　○日本、欧州に部品センターを開設、サービス専用工場の建設
　○リモートメンテナンスの運用開始

新事業探索、育成の活性化
　○水素関連ビジネスを事業化、日本製鋼所M&Eへ移管
　○ フォトニクス、複合材料、金属材料に絞り込み早期収益事業化
を推進

　 ×新たな中核事業創出の未達
　 ×プラスチック加工機械コンプレックス化が不十分

基本方針／主な取り組み状況
世界に類を見ないプラスチック総合加工機械メーカーへ
・  EV（電気自動車）化の進展に伴う車載バッテリー用セパレータを製造す
るフィルム・シート製造装置の生産体制増強（60ライン／年）を推進中
・  キャパシタ（電子部品）用など、フィルム・シート製造装置の対象市場
を拡大
・  広島製作所にケミカルリサイクルテクニカルセンターを開設
・  二軸混練押出機の世界標準機を開発し、中国、東南アジア市場に展開
・  自動車の軽量化要求に伴い需要拡大が見込まれる大型マグネシウム
射出成形機（型締力3,000t）の開発を終え、上市
・  欧州に射出成形機の生産・サービス拠点を開設

素形材・エンジニアリング事業の継続的な利益の確保
・  鋳鍛鋼製品の高収益化を目的とした製品ポートフォリオの見直し

新たな中核事業の創出
・  次世代半導体関連装置などを開発・上市し、電子デバイス関連装置事
業における製品ラインアップをさらに充実
・  窒化ガリウム（GaN）基板の量産に向けて大型実証設備の稼働を開始
・  世界最先端の銅合金素材製造設備が完成し稼働を開始（安定操業中）

ESG経営の推進
・  TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）への賛同を表明
・  人権方針を制定
・  調達基本方針の拡充・改定
・  パーパスを起点とした日本製鋼所グループの理念体系を制定
・  マテリアリティを特定
・  サステナビリティ基本方針を制定
・ 品質保証にかかるガバナンス強化（本社に品質統括部門を新設）
・ 取締役会など監督側での意見交換活性化（社外役員連絡協議会導入）

2015年度 2016年度 2017年度 JGP2017 
最終年度目標値

売上高 
（億円） 2,233 2,124 2,129 2,200

営業利益 
（億円） 144 123 213 130

営業利益率 6.5% 5.8% 10.0% 6.0%

ROE △13.5% △4.6% 9.6% 8.0%

2018年度 2019年度 2020年度 JGP2020 
最終年度目標値

売上高 
（億円） 2,201 2,175 1,980 2,600

営業利益 
（億円） 242 187 102 300

営業利益率 11.0% 8.6% 5.2% 11.5%

ROE 16.3% 7.2% 5.1% 14.0%

2022年度実績 2025年度計画 2019年度比

売上高（億円） 2,387 2,700 ＋24%

営業利益（億円） 138 270 ＋44%

営業利益率 5.8% 10.0% ＋1.4PP

ROE 7.8% 10.0% +2.8PP

当社事業構造の変化（セグメント別売上高の推移） 
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 　   産業機械事業　 　   素形材・エンジニアリング事業

　現中期経営計画「JGP2025」は、2026年度以降の「事業規

模3,000億円への拡大・成長」に向けた基盤整備と位置づけ、

「世界に類を見ないプラスチック総合加工機械メーカーへ」を

基本方針の第一に掲げて活動を進めています。

　2022年度は、コロナ禍の影響が引き続く中、ロシアによるウ

クライナ侵攻、世界規模でのインフレ加速、ロシアへの経済制

裁、中国の景気低迷など、歴史的な出来事が多数発生しまし

た。また、M&E社における不適切行為も発生しました。しかし、

同年度の当社連結の売上高は2,387億円となり、過去最高を

記録しました。特に、自動車のEV化進展によるリチウムイオン

電池セパレータ用のフィルム・シート製造装置、中国やインド

でのプラスチックの需要拡大を背景とした大型の造粒機など

が売上拡大を牽引しました。喫緊の市場動向としては、新興国

でのプラスチック需要の拡大、太陽光発電パネルの保護フィル

ム用樹脂原料の需要増大などが挙げられます。これらの需要

にコア・コンピタンスを活かして迅速に対応し、各々の事業領

域においてプラスチック加工機械の受注につなげています。　

　2023年度の売上高は、現中期経営計画「JGP2025」の最終年度

（2025年度）の目標である2,700億円を達成できそうなレベルに

到達すると予測しています。また、「JGP2025」では将来的に売上

高3,000億円を目指すとしていましたが、さらに上を目指します。

　一方、利益水準は計画から乖離しており、戦略の練り直しが

必要です。そこで、次期中期経営計画「JGP2028」の策定を開始

しています。

JGP2017 JGP2020 JGP2025

Topics

射出成形機の欧州生産拠点の竣工
　JSW Plastics Machinery Europe Sp. z o.o.をポーランドに設
立し（2022年7月） 、2023年3月に竣工しました。

電力・原子力向け大型鋳鍛鋼部材の需要増加を予想
　エネルギー安全保障と脱炭素に向けた政策変更により、原子力
発電の容量は中長期的に増加すると予想しています。
　これに対し、当社グループにおける電力・原子力向けの豊富な開
発・製造技術と、各国における原子力規格への知見を活かして大型
鋳鍛鋼部材を提供していきます。以前に比べ、原子力関連製品への
品質保証要求は格段に高まっており、品質保証体制や生産管理機
能についても、より一層の強化を図り、安全・安心な製品を安定し
て供給できる企業として、低炭素社会の実現に貢献していきます。

欧州市場におけるシェア

当社シェア
2～3％

欧州全体で
10,000台／年の
市場規模

油圧

電動

（大型電動機（型締力850t）
を前提に当社試算）

60％
削減

消費電力（kWh/h）

発電の仕組みと当社鋳鍛鋼製品

一次系(蒸気発生)

蒸気発生器 蒸気タービン
発電機

■ 蒸気
■ 水
■ 当社製品
（部材を供給）

原子炉圧力容器部材 タービンロータシャフト 発電機シャフト

加圧器

原子炉圧力容器

二次系(発電)

　省エネルギー性に優れる電動射出成形機は、脱炭素・エネルギー
環境を背景に需要が伸長する見込みです。欧州では主力の油圧機
に対し、電動機は消費電力量を大幅に削減可能です。現地生産に
より、納期の短縮と多様なニーズへの対応を可能とし、伸長する需
要を取り込みます。
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樹脂機械事業
事業別戦略

事業概要
　樹脂機械事業部では、プラスチック製品製造の上流から下

流における、さまざまな工程で用いられる各種樹脂製造・加工

機械（造粒機、二軸混練押出機、フィルム・シート製造装置、紡

糸押出機など）の製造・販売・保守サービスを行っています。こ

れらの装置で製造されたプラスチック原料やフィルム・シート

製品は、スマートフォン、パソコン、タブレット端末、キーボー

SWOT
分析

S
強み

W
弱み

●  世界最大級のテスト設備を備えた国内外テクニカルセンターで蓄
積してきた独自の溶融･混練・成形制御技術

●  プラスチックの川上（原料製造）から川下（成形加工）までの装置
全てを世界で唯一揃えることによる、顧客ニーズへの対応力

●  特殊金属材料の製造から機械加工、組立までの技術をグループ内
に保有しており、大型製品も一貫生産できる生産設備

●  大型機械偏重で少量受注生産であることによ
る納期の長期化

O
機会

T
脅威

●  新興国を中心とした生活水準の向上や人口増加を背景としたプ
ラスチック需要の拡大持続

●  EV（リチウムイオン電池）、プラスチックリサイクル、5G／6G対
応インフラの需要拡大 

●  数多くの既納入装置に対するアフターサービス需要

●  世界的なプラスチック使用に対する規制の強化
●  全固体電池などセパレータを使用しない新型
蓄電池の普及

●  地政学リスク・デカップリングの顕在化

強みの源泉
　プラスチックを「溶かす」「混ぜる」「固める」技術は世界最高

峰と自負しています。加えて、樹脂製品のバリューチェーンに

おいてトップクラスのシェアを誇る装置群が、お客様の多様な

ニーズへの対応力となり、お客様から高い信頼を獲得するに

至っています。当社が製品化している複数の装置を組み合わせ

ることによって、より一層の高性能・高効率な生産ラインを生

み出すことが可能となります。　

　業界トップ企業のお客様とのつながりにより、世界3カ所に

保有するテクニカルセンターのエキスパートがプラスチック加

工の最新ニーズを早期につかみ、製品開発に活かしています。

また、大型加工設備・特殊加工機を保有し、大型装置を自社で

一貫生産できることで、高い品質の確保とともに、コストダウ

ンなどにもつなげています。

　装置の主要部材を全て社内で製造・加工できることも強みに

なっており、特に、心臓部にあたるスクリュ・シリンダ材につい

ては、耐摩耗性・耐腐食性に優れた素材（金属材料）の開発を

日本製鋼所M&Eと行っており、高いシェアを支える原動力と

なっています。

　さらに、世界に先駆けて製品化した装置内の樹脂流動シミュ

レーション技術に加え、AI、IoT技術による「生産管理」「運転

支援」「サービス・保全」「生産自動化システム」は、省エネル

ギー、省人化、生産の効率化に大きく貢献しています。

ドなどのIT製品、キャパシタや半導体製品などの電子材料をは

じめ、家電製品、リチウムイオン電池、自動車部品、食品包装

フィルム・容器、カテーテルなどの医療器具など、日常生活を

支えるさまざまな製品に使用されています。

　世界に類を見ないプラスチック総合加工機械メーカーを目指す

当社の製品は、グローバル市場において高いシェアを誇っています。

大型造粒機

超大型造粒機

グローバルシェア  40%

フィルム・シート

二軸混練押出機（TEX）

ミキサー
ホッパフィーダー

中空成形 射出成形 マグネシウム成形

リアクタ
（石油精製プラント）

セパレータフィルム
製造装置

グローバルシェア
60%

高機能

ペレット

コンパウンド
ペレット

コンパウンド用
二軸混練押出機(TEX)
グローバルシェア 

20%
（国内シェア 80%）

　プラスチックには優れた機能が多くあり、軽量化による省エネ（CO2排出量削減）など、さまざまな社会

課題の解決になくてはならない素材です。加えて、世界的な経済成長や人口増加などを背景に、今後もプ

ラスチック需要は増加すると考えています。樹脂機械事業部では、幅広いラインアップの装置をグローバ

ルに提供しています。加えて、セパレータフィルム製造装置などいくつかの製品は、世界のトップ企業に採

用いただいています。この結果、市場ニーズをいち早くつかむことができ、加えてお客様とともに機能向上、生産性向上、省人化に

向けた開発に取り組むことができます。これらの状況を背景に、2022年度は、前年度に引き続き1,000億円を超える受注を計上し、

2023年度はさらにそれを上回る受注を計画しています。今後のさらなる需要拡大をにらんだ積極的な設備投資も実行しています。

　一方、プラスチックの大量生産・大量消費・大量廃棄からの脱却の実現は、当社にとって責務であると同時に機会でもあると考え

ています。「プラスチック資源循環社会の実現」についてはマテリアリティの筆頭に掲げておりますが、既に1970年代から他社に先

駆けて取り組みを開始し、ケミカル・マテリアルリサイクルの両プロセスでの技術開発を長年行ってきました。2022年には広島製作

所内にリサイクルテクニカルセンター（RTC）を開設し、多くのお客様のご依頼テストを継続しながら、日々技術革新を続けています。

常務執行役員　
樹脂機械事業部長

馬本 誠司

TOP Message
事業部トップからのメッセージ 成長に向けた戦略・施策

　中期経営計画「JGP2025」では、樹脂機械事業を「利益の創

出」と「成長の牽引」を実現する事業と位置づけています。具体

的には、装置の競争力を一層強化するとともに、100億円規模

の積極的な設備投資や協業・提携により事業の拡大を図りま

す。足元では、販売価格の適正化にも取り組んでいます。

　好調なセパレータフィルム製造装置を軸として、5G／6Gに

対応した液晶ポリマーフィルム（LCP）の製造、モノマテリアル

化が進む包装材の製造に適合した樹脂加工機械の開発も実施

し、将来の需要拡大に備えていきます。

　また、プラスチック活用による自動車軽量化や、ケミカルリサ

イクルにも積極的に取り組んでいます。装置の運転開始・停止時

に発生する廃棄プラスチックの低減にも取り組み、お客様とと

もに事業価値を拡大していきます。

　装置の大型化、需要増に対応するため、主力の広島製作所に

大規模な設備投資を行っています。スマートファクトリー化も推

進し、生産体制のさらなる効率化を進めています。

　さらに、納入した装置のアフターサービスの強化のため、

2022年から欧州、中国にサービスエンジニアの増員を行いまし

た。2022年には、ケミカルリサイクル用二軸混錬押出機を受注

しました。今後も、環境負荷低減とさらなるビジネス機会の拡

大に努めていきます。

事業環境
　カーボンニュートラル社会の実現に向けて自動車のEV化が

加速しており、それに伴うリチウムイオン電池の需要増は、世界

シェアNo.1であるセパレータフィルム製造装置にとっては追い

風であり、生産能力の増強によるさらなるシェア拡大を狙ってい

ます。また、生産設備の省エネルギー化を図り、製造時に発生

するCO2排出量の削減も進めています。

　一方、新興国を中心に人口増加および生活水準の向上が見

込まれていることから、今後、より多くのプラスチックが必要に

なると予測されており、資源循環型社会の推進は不可欠です。

これに対し、プラスチックリサイクル分野では、当社ラインアッ

プの特色を活かし、用途に応じてケミカル・マテリアルリサイク

ルの双方への適用を進めていきます。プラスチック資源循環社

会を実現することに当社のコア・コンピタンス（溶融・混練・成形

制御技術）を活用できると考えています。

　太陽光発電パネルのセル保護剤として使用
されるEVA（エチレン-酢酸ビニル共重合）樹
脂の需要が高まっており、受注を大きく伸ばし
ています。EVA製造プラントで使用されるのは
当社の単軸押出機で、世界市場で7割以上の
高いシェアを誇っています。

当社の単軸押出機が太陽光発電の普及に貢献

2021 2022 2023 2024 2025

約80% 増加

（金額ベース、各種資料より当社作成）

太陽光発電パネル向けEVA需要の推移太陽光発電パネルの構造と封止シート

Topics

樹脂サプライチェーンにおける樹脂製造・加工装置のポジション
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成形機事業
事業別戦略

事業概要
　成形機事業部では、プラスチック射出成形機やマグネシウム

射出成形機、中空成形機などの製造・販売・保守サービスを行っ

ています。

　プラスチック射出成形機は、①環境性能に優れた電動式、

②型締力30tから3,000tまで幅広い機械サイズ、③竪型射出成

形機、特殊成形機などを含む豊富なラインアップを特長として、

射出成形加工分野のほとんどをカバーし、お客様の多様なニー

ズに応えています。

強みの源泉
　強みである“豊富な製品ラインアップ”を背景に、テクニカルセ
ンターにも幅広い機種を揃えており、お客様の課題解決や、自社
の技術開発を進める体制をとっています。
　装置上の強みは、自社開発の耐摩耗性・耐腐食性金属材料を
はじめ、応答性に優れた制御装置、モータの性能を左右するサー
ボアンプ、さらに特殊サーボモータまで、主要なパーツを自社で
開発、設計、製造できることです。これにより装置の性能を高め
ると同時に、安全・安心な機械を提供しています。
　設計上の強みは、カスタマイズを前提として基本設計している
ことです。中大型機における自動車分野のお客様向けの豊富な実
績も保有しており、柔軟な対応が強みです。

　加えて、広島製作所、名機製作所、さらに海外の生産拠点との
連携により、お客様のニーズに即した成形機を提供できる生産体
制を実現しています。
　当社は、米国から技術導入したマグネシウム合金の「チクソモー
ルド法」をマグネシウム射出成形機により世界に先駆け社会実装
しました。近年は、EVなど自動車用マグネシウム部品の大型化の
要請にお応えするため、いち早く型締力3,000tのマグネシウム射
出成形機を開発し世の中に送り出しました。
　これらの製品は国内10拠点、海外12カ国の計22拠点の充実し
た自社販売網と販売店で提供し、グローバルなサービス網（対応
力）でアフターサービスを提供しています。

　マグネシウム射出成形機は、EVの軽量化で注目される一体成

形や部品の大型化への対応も進めています。

　国内におけるプラスチック射出成形機の当社出荷額は第1位、

台数シェアは第3位です。マグネシウム射出成形機はオンリー

ワン製品、中空成形機はダイレクトブロー成形機で国内シェア

80%以上のトップメーカーです。 

SWOT
分析

●  多くのキーパーツや素材を社内で開発・製造でき
る生産体制

●  中・大型機における自動車分野を中心とする、豊
富な実績に裏打ちされた対応力と提案力

●  国内外の充実した販売、サービスネットワーク

●  EV化に伴う新規設備投資の増加
●  世界的なエネルギーコスト高騰に伴う省エネル
ギー設備の需要が増加

●  環境対応（バイオプラスチック、減プラスチック、
電力の有効活用）のニーズ拡大

●  小型機（精密成形分野）・超大型機の販売実績が
少ない

●  世界的なプラスチック使用に対する規制の強化
●  高い生産能力を有する中国メーカーの性能改善

事業環境
　プラスチック射出成形機の対象マーケットとするミドル・ハイ
～ハイエンド市場では、生産する部品に応じて投資が行われる
ことから市場の二ーズを的確にとらえることが重要になってい
ます。その中でも、EVで先行するテスラ社が提唱するギガプレ
ス、メガキャスティングに代表される部品の一体化、大型化は
大きなトレンドであり、一昨年販売を開始した超大型射出成形
機J-Fシリーズをはじめ、対向二色成形機の大型化などトレン
ドにあった製品開発を進めています。小型機については、業界

ポジションを盤石にするため、量産に多くの成形機の需要が期
待できる電子デバイスを重点分野と位置づけて、シェア拡大に
向けた性能改善と供給力強化に取り組んでいます。
　マグネシウム射出成形機では、車載部品の大型化が進んでい
ます。このため、大型機のラインアップ拡充に取り組んでいます。
　また、成形機本体のみならず成形工場全体で効率化を目指
すスマートファクトリー実現のため、当社AI/IoTソリューション
J-WiSe®を拡充しています。

S
強み

W
弱み

O
機会

T
脅威

成長に向けた戦略・施策
　プラスチック射出成形機では、業界トップの中・大型機を基
軸に、小型機と超大型機の強化による事業規模の拡大を目指
します。小型機は、中国での販売強化に続き、欧州拠点での在
庫を拡充させてグローバルで安定的な射出成形機の供給に向
けた体制を整えました。超大型機は、省スペース化に優れた2

プラテン機のラインアップを拡充するため、3,000t機、1,800t

機に続いて2,500t機も発売を開始し、好評をいただいていま
す。あわせて、難易度の高い成形を容易にするための発泡成形
などのオプションの販売も開始しました。

　活況な自動車分野のEV向けでは、部品の大型化とそれに伴
う超大型射出成形機のニーズが高まっており、環境負荷の少
ない当社の射出成形機でご要望に応えていきます。　
　一方、リサイクルに適したマグネシウムの自動車向け部品
への採用も増えています。特に、剛性と軽量性（薄物）が求め
られる大型のケーシングはチクソモールド法が適していること
と、ダイカスト法に比べて環境への負荷が少なくなることでマ
グネシウム射出成形機が注目されており、昨年発売した1,300t

機および3,000t機は好評をいただいています。

事業部トップからのメッセージ

常務執行役員 名機製作所
担当、成形機事業部長

布下 昌司

TOP Message
　パーパスの実現に向けて、「プラスチック資源循環社会の実現」「低炭素社会への貢献」のマテリア

リティに優先的に取り組んでいます。すでに、消費電力の少ない電動式射出成形機、リサイクルプラス

チックや生分解性プラスチックに対応する射出成形機などは提供していますが、貢献の範囲を拡大し

ていきます。また、グローバル展開を強化することで、“世界” を持続可能で豊かにします。

　2022年度は、小型機の国内在庫拠点と大型機の欧州生産拠点の設立を実施し、供給の短納期化

を図りました。超大型機についてはラインアップの拡充を進め、新製品の販売を開始しました。技術開発においては、超大型

機における発泡成形プロセスの商品化、大型マグネシウム部品用の大型マグネシウム射出成形機の販売の拡大など、当社グ

ループパーパスであるMaterial Revolution の具現化を進めました。

　今後もパーパスに沿った製品の提供に努め、成熟化しつつあるマーケットに、幅広いラインアップと部材の内製化等の強み

を活かして、エネルギー効率の良い当社製品を全世界に展開すると共に、軽量化・材料削減などの環境改善技術を付加するこ

とで更なる成長を目指し10年以内に売上高1,000億円以上、グローバルトップ5企業になることを目標として活動していきます。 

®

　自然エネルギーで発電した電力を蓄積し、射出成形機の運転をアシストする
成形機専用電力安定化装置です。CO2排出量の抑制に役立ちます。また、突発
的な停電が発生しても一定時間は運転を継続できるため、安全に停止モードへ
移行させることができます。さらに、電動射出成形機はサーボモータの駆動に
一時的に大きな電力を必要とすることがありますが、バッテリに蓄えた電力で
ピーク電力を補うことで、工場のデマンドを抑えることができます。

自然エネルギー由来電力で射出成形機の運転をアシスト

成形機専用電力安定化装置

Topics
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産業機械事業
事業別戦略

事業概要

事業概要
　人工水晶と窒化ガリウムの結晶は、当社で製造した大型圧力容器
（オートクレーブ）を使用し、高温・高圧環境で「溶かす」「固める」技
術を活用して生産されます。特に窒化ガリウム結晶生産用のオート
クレーブには当社がこれまでに培った圧力容器設計技術に加え、高
温強度などに優れた当社独自のNi-Fe基超合金の大型インゴット（鋼
塊）製造技術が活かされています。
　これら単結晶の生産技術に加え、切断、研磨などの高精度加工技
術を強みとして、各種光学応用製品や、各種デバイス材料の製造・販
売に取り組んでいます。

新規事業
事業別戦略

事業環境
　「高速・大容量」「低遅延」「多数接
続」を特長とする5G／6G通信、IoT

デバイスのさらなる普及に伴い、大
規模化する通信インフラの省電力
化のニーズが高まっており、関連デバイス市場は年率10％以上の成
長が見込まれています。特に窒化ガリウムは、省エネルギーを実現
する高輝度・高出力レーザ、高速スイッチング素子、高エネルギー効
率パワー半導体など、さまざまな分野での応用が見込まれています。

事業部トップからのメッセージ
　電子デバイス製造装置は、超スマート社会の実現に貢献するインフラ機器の基幹部品の製造に

使用されており、事業拡大が見込まれます。中でも、主力製品である高精細ディスプレイ製造用

のELA装置においては、装置本体の製造・販売と保守サービスの一体化を図り、収益性を強化しま

した。装置本体も新機能を搭載した新型機の拡販を進めており、業界No.1を目指しています。

　一方、ELA装置のコア・コンピタンスは、ディスプレイ基板の表面をレーザで「溶かす」「固める」

（アモルファスから結晶状態へ）、その動作の精密制御技術、さらに装置を具現化する際の機械要

素技術です。ディスプレイ以外の部材への応用やM&Aにより新規市場に進出し、さらなる事業拡大も進めていきます。

フォトニクス事業

SWOT
分析

（電子デバイス）

●  国内外大手企業での量産実績、アフターサービスへの評価に
基づく、電子デバイス製造装置の特定分野における高シェア

●  お客様の多種多様なニーズを製造装置として具現化する開
発・設計力

●  最新鋭のテスト設備や豊富な経験・知見を持つプロセスエ
ンジニア。上記に基づくサポート体制とお客様課題解決力

●  ニッチトップの製品が多く、実績を有す
る市場が限定的

●  超スマート社会の実現に向けた各種電子デバイス製品需
要の伸長

●  大型ディスプレイの高精細化・軽量化の需要伸長

●  各国の自国産業保護政策による市場か
らの排除

●  競合他社との価格競争

事業部トップからのメッセージ
　新事業推進本部では、①人工水晶・窒化ガリウム・

ニオブ酸リチウムの結晶育成・加工をコア製品とする

「フォトニクス事業」、②航空・防衛・宇宙向け軽量・高

強度、炭素繊維強化樹脂（CFRP）製品の「複合材料事

業」、③コネクタ部品などに用いられる銅箔の高度化

を達成する銅合金材料の「金属材料事業」の早期事業

化を通じて、低炭素社会と超スマート社会の実現に貢献します。

　産業機械事業部では、社会課題を解決する産業機械を事業
の軸として、“電子デバイス”と“インフラ・生活文化”の2つの分
野に関わる装置の製造・販売・保守サービスを行っています。
　売上の約9割を占める電子デバイス分野の産業機械の内訳
は、DX、AI、EVが需要を牽引しているエキシマレーザアニール
（ELA）装置や、真空ホットプレス機、真空ラミネータ機、およ
びECR（電子サイクロトロン共鳴）成膜装置です。市場要求の
変化が速い分野ですので、お客様のアイデアを迅速に装置とし
て具現化してご提案しています。

　インフラ・生活文化分野の産業機械は、旅客・貨物用鉄道車
両に使用される連結器・緩衝器、競馬場で使用される発馬機、
代替肉製造にも使用される食
品用押出機です。売上比率は
大きくありませんが、お客様か
ら品質、性能、サービス面で高
い評価をいただいているニッチ
トップ製品が多く、長年、安定
した収益を確保できています。

専門役　常務理事　
横浜製作所担当、
産業機械事業部長

澤井 美喜

専門役　常務理事　
新事業推進本部長、
(兼)新事業推進本部フォト
ニクス事業室長

花村 卓見

新規事業の成長見通し

現在 2025年

売
上
高

■インオーガニック成長（M&A）
■新事業
■産業機械事業
■素形材・エンジニアリング事業

TOP Message

TOP Message
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2022年売上実績

ELA 
66%

プレス機・
ラミネータ機
12%

ECR 10%

インフラ・生活
文化分野 12%

事業環境
　超スマート社会の実現に向けたデジタルインフラ整備が加速し
ており、電子デバイスの需要が拡大しています。
　ディスプレイにはさらなる品質向上と製造コスト改善の両立、
半導体にはハイエンドCPUの実装に不可欠なパッケージ基板の
製造が求められるなど、装置には、より高度な製造プロセスの実
現が求められており、当社の開発・設計力が強みとなります。
　電子デバイス製造装置の需要は、国内から中国などの東アジアに
移り、短期的には中国景気低迷によるマイナスの影響が出ています
が、DX、AI、EVが牽引役となり、長期的には需要拡大が見込まれ、
今後は東南アジア、インドへの投資も広がると予測しています。

成長に向けた戦略・施策
　高精細ディスプレイ製造用ELA装置は、一層のシェア拡大と保守
サービスの強化を図ります。本体装置としては、生産性向上・歩留ま
り向上、省エネルギーなどを高い次元で同時に達成する新型ELA

装置を投入・量産実証したことで、競合との差別化を図りました。今
後は、大型化に向けたさらなる開発を進めます。保守サービスにお
いては、稼働中の本体装置の約7割を占める中国を重点地域として、
現地サービスエンジニアのレベルアップを図り、お客様とのサービ
スメンテナンス契約による囲い込み戦略を展開します。

事業概要
　航空機分野では、軽量化による燃費向上を通じたCO2排出量削減を目的として、CFRPの採用
が進んでいます。複合材料事業では、この流れに対応すべく、CFRP製品の成形加工技術開発、
材料設計技術習得、および品質保証を含めた体制整備を進めています。

収益事業化に向けた戦略・施策
　防衛関連機器などの生産活動で培った規格対応能力・品質管理能
力に加え、風力発電事業で培った大型複合材製品（風車ブレード）
の製造ノウハウを活用して、航空機の複合材構造部品サプライヤー

として事業の拡大を図ります。各種モビリティの軽量化・省エネル
ギー化に寄与する複合材製品の提供を通じて、収益事業化と持続
可能な社会実現の両立を目指しています。

複合材料事業

事業概要
　各種電子機器などに用いられるチタン銅箔などは、通信の高速・大容量化に伴い、より薄く機能性
の高いものが求められます。このような中、これまでにない高清浄・高品質な銅合金スラブ（厚板）を
生産すべく、JX金属株式会社と当社の合弁で室蘭銅合金株式会社を設立し、事業を展開しています。

収益事業化に向けた戦略・施策
　当社グループの「溶かす」「固める」技術を銅合金に適用し、不純物
を極限まで排除することで、銅箔レベルまで薄くしても欠陥を生じ
ない高清浄・高品質な高機能金属製品を世界最高品質で生産できま

金属材料事業

す。最高品質のチタン銅箔などを提供することで、高速・大容量通信
が不可欠な超スマート社会の実現に貢献するとともに、収益事業化
を目指しています。

株式会社日本製鋼所 統合報告書 2023   2726   株式会社日本製鋼所 統合報告書 2023



事業別戦略

事業概要
　素形材・エンジニアリング事業を担う日本製鋼所M&Eでは、

世界で当社だけが製造できる発電所向けの大型鋳鍛鋼製品を

中心に、社会インフラや各種プラントで使用される圧力容器、厚

板やクラッド鋼板などの開発・製造に携わってきました。　

　現在は、低炭素社会に向けた大きな環境変化に対応して、原

子力や洋上風力発電関連製品のさらなる拡充やクラッド製品で

の用途探索を進めています。

強みの源泉
　コア・コンピタンスである「溶かす」「混ぜる」「固める」技術と、
世界最大の670t鋼塊を製造できる設備を融合し、最終製品のサ
イズに合わせて製造した鋼塊に14,000t大型プレス機で鍛錬、お
よび熱処理を施し、加工最大重量400tの超大型工作機械で最終
形状に仕上げます。
　近年は、火力・原子力発電分野の厳しい品質要求に応えること
で培った技術を応用して、洋上大型風力用杭打機部材のさらなる

大型化などに応えています。
　さらに、石油精製反応塔などの各種圧力容器の設計・製造・施
工・検査サービス業務によって長年培ってきた技術が、今後伸長
が期待される水素関連ビジネス、および次世代半導体材料であ
る窒化ガリウムの結晶製造用圧力容器などの新製品を生み出す
基盤となっています。

　さらに、製品ポートフォリオの変革も進め、鋼にとどまらず非

鉄金属や複合材料などを加えて、さまざまな部材（M：マテリア

ルズ）を提供していきます。

　エンジニアリングサービス事業（E：エンジニアリング）では、

保有する溶接・非破壊検査・水素・複合材製品などの技術をベー

スに、大型ビル施設向けの水素タンクなどの拡大を図ります。

事業環境
　世界のエネルギー需要は、IEA（国際エネルギー機関）が想
定する、どの気候変動シナリオ（正味ゼロ排出シナリオ（NZE）
など）においても増加すると予測されています。ただし、化石燃
料（石炭、石油、LNG）発電は減少し、風力など再生可能エネ
ルギー発電への依存度が高くなる予測もあります。
　当社グループ事業への影響としては、一部の大型石炭火力
発電所の新規案件が減少する一方、再生可能エネルギー発電
の負荷平準化にも効果のあるガスタービン・コンバインドサイク
ル発電の根強い伸長やサービス案件の取り替え需要があるほ
か、競合他社の撤退や業界再編の流れの中で発電用製品につ
いては一定の操業と売上を確保できると予測しています。
　NZEに近づくほど化石燃料発電が減少しますが、一方で、自
然エネルギーや原子力発電が大きく伸長するため、当社グルー
プ製品の対象となる市場はいずれのシナリオでも継続した伸
長が期待されます。
　エンジニアリングサービス事業では、製造設備の設置・改修
工事、公共インフラ施設の改修工事に加え、カーボンニュート
ラルに向けた水素社会実現への取り組みの中で、当社が保有す

る水素を「貯める」技術を活かした製品の伸長が期待されます。
　喫緊の事業環境の変化としては、欧州での原子力政策の変
化が挙げられます。新設原子力発電所向け一次系部材の需要
にお応えできる生産体制の構築が必要です。
　2022年以来、高止まりが続いている原材料・エネルギー費に
関しては、引き続き代価の適正化と生産性の改善に努め、安定
した収益構造の構築を進めます。

素形材・エンジニアリング事業

SWOT
分析

●  大型鋳鍛鋼・厚板製品を製造可能にする設備・製
造技術

●  電力・原子力製品で培った高い品質・安全性
●  高温・高圧・水素脆化に対応した素材の開発技術

●  カーボンニュートラルに向けた水素社会や自然エ
ネルギー発電市場の拡大

●  原子力発電をめぐる外部環境の変化
●  競合他社の撤退・事業縮小や業界再編の流れ

●  個別受注生産体制ゆえの設備稼働・操業の変動
（平準化が困難）
●  中・小型製品や小ロット生産などの新規需要への
対応力

●  地域人口の減少・少子化に伴う人材確保（特に室
蘭製作所）

●  オイル＆ガス関連製品の市場縮小（自然エネル
ギー発電への急激な移行）

S
強み

W
弱み

O
機会

T
脅威

事業セグメントトップからのメッセージ
　低炭素社会の実現に向けての主要な施策として、素形材事業では、欧州で進められている原子力

発電所の新設計画に対応するための生産体制（生産設備・人材）ならびに品質保証体制の強化を図っ

ていきます。また、国内の原子力発電所の再稼働に対しても、取り換えが必要な部材の供給で貢献し

ます。自然エネルギー分野では、洋上風力発電の需要拡大と風車の大型化が進んでいます。これを受

けて、モノパイル（風車タワーの基礎）杭打機用部材など、当社の強みである大型鍛鋼品の供給能力

の拡大に加え、さらなる用途探索を進めていきます。

　エンジニアリングサービス事業では、水素吸蔵合金を使った大型水素タンクや次世代半導体材料である窒化ガリウムの結

晶を製造するための圧力容器の製造などについても、需要動向に柔軟に適応できるように体制を整備します。

　収益力の強化の観点では、製品ポートフォリオの変革と生産体制の再構築を進めています。特に、大型鍛鋼事業への経営

資源の再配分と効果的な生産体制の再編によって、お客様に高品質の製品を提供し続けていける収益構造を確立します。

　2022年に発表した製品検査に関する不適切行為については、皆様にご迷惑をおかけしましたことをお詫び申し上げます。

現在、再発防止策に基づき、二度と不適切行為を起こさないための教育と仕組みづくりを継続的に実行しています。2022年

度に取消となった ISO などの認証についても全て再認証をいただきました。お客様をはじめとする全てのステークホルダー

の皆様からの信頼回復に努めてまいります。

専門役　常務理事　
日本製鋼所M&E(株)／
代表取締役社長、 
(兼)室蘭製作所長

武谷 健吾

TOP Message

成長に向けた戦略・施策
　当社が強みを持つ超大型鋼塊を使用する各種大型部材（原
子力発電用部材、洋上風力関連部材、製鉄所厚板圧延用ロー
ル）の需要が堅調に見込まれるため、生産体制の強化に注力
します。
　そのうえで、当社の既存材質や従来製品の大きさ感にとらわ
れることなく、当社のコア・コンピタンスが活かせる市場のニー

ズに積極的に対応し、ニッチ製品領域を拡大させます。
　また、エンジニアリングサービス事業については、次世代エ
ネルギーとして期待される水素インフラ関連での製品ライン
アップの強化を図るとともに、日本製鋼所と連携して防衛関連
製品の生産能力の強化を図ります。

※出所： World Energy Outlook（世界エネルギー見通し）2022（IEA、2022年10月）
のデータをもとに当社加工

　欧州でのエネルギー安全保障政策の見直しにより、EU各国の原
子力発電所の新設、および計画が活発化しました。当社はこれらの
原子力発電用機器に使用される主要部材の安定的な供給を期待さ
れており、現在計画されている新規発電所の建設スケジュールの実
現において重要な役割を担っています。
　これらの需要に応えるために、生産能力の拡大に加え、品質保証
体制や生産管理機能についても、より一層の強化を図っていきます。

原子力製品の今後の需要Topics 欧州における原子力政策の動向

国名 政策／新設動向

イギリス
・大型炉を最大8基新設する計画。 
・EPR（欧州加圧水型炉）を2基建設中。 
・さらに2基を新設する計画が進む。

フランス
・EPRを1基建設中。 
・EPR2（改良型欧州加圧水型炉）の6基新設を議会承認。 
・8基追加を検討中。

ポーランド・ AP1000（最新鋭の加圧水型原子炉）の3基建設を政府決定。
2030年代の運転に向け計画が進む。

オランダ ・政府は大型炉2基を建設する予定。

チェコ ・大型炉1～4基の建設を計画。

（各種資料より当社作成）
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財務・資本戦略（CFOメッセージ）

事業ポートフォリオマネジメントと
資本コストを意識した投資を通じて
企業価値向上を実現していきます

取締役 常務執行役員 CFO、経理部担当、
経営企画室長、事業開発室長

菊地 宏樹
事業環境の認識
　2022年度の業績は、売上高2,387億円（前年同期比250億円

増）、営業利益138億円（同16億円減）、親会社株主に帰属する

当期純利益119億円（同20億円減）と、増収減益の実績となりま

した。

　産業機械事業セグメントが、主にセパレータ向けフィルム・

シート装置の売上伸長により増収増益となりましたが、素形材・

エンジニアリング事業セグメントは、不適切行為の影響による製

品検査の遅れなどから減収減益となりました。

　2022年度においては、過去最高の売上高を実現したものの、

前年同期比減益の実績で、また、ROEも7.8％と株主様が最低
限期待する水準の8％を下回ることとなり、販売価格の適正化な
どによる営業利益率の回復に課題を残しました。

　2023年度は、売上高2,800億円（2022年度比413億円増）、

営業利益185億円（同47億円増）、親会社株主に帰属する当期

純利益140億円（同21億円増）と、2022年度比増収増益を予想

しています。また、ROEについては8.5％を予想しています。
　セグメント別では、産業機械事業においては、各製品群での売

上増加による増収増益を見込んでおり、素形材・エンジニアリング

事業においては、あらためて万全な製品検査体制を構築したうえ

で、原子力製品などの売上増加による増収増益を見込んでいます。

　現在の中期経営計画「JGP2025」に対する進捗について申し

上げますと、売上高については、最終年度（2025年度）計画の

2,700億円を、2023年度に2年前倒しで達成することを予想して

いるものの、2023年度の営業利益予想は185億円であり、最終

年度（2025年度）計画270億円に対し大きな乖離があります。

　また、「JGP2025」は長期的には、売上高3,000億円規模に拡

大・成長することを目指し策定しましたが、現在、2023年度の受

注は、3,380億円を見込んでおり、2024年度に長期的目標であ

る3,000億円規模の売上高に到達することを予想しています。

　このように、売上高については、「JGP2025」の最終年度計

画のみならず、長期的目標の達成も視野に入っている一方で、

利益水準については「JGP2025」の計画と大きく乖離している

状況でありますので、企業価値向上戦略を抜本的に練り直す

ことが適切と考え、「JGP2025」の期間中ではありますが、現

在、2024年度から2028年度を対象期間とする次期中期経営計

画「JGP2028」を策定しています。「JGP2028」の策定にあたっ

ては、次々期中期経営計画の最終年度である2033年度に売上

高5,000億円規模の達成を目標とし、「マテリアリティ」を解決し

ていくと同時に、事業価値を持続的に高めていくことについて、

2028年度までの具体的な在り方を明確にしてまいります。

財務における基本方針
　当社グループの企業価値向上に対する基本的考え方は、「売上

拡大による利益拡大により実現する」ことです。売上拡大のため

には、生産能力増強を目的とする設備投資をはじめとする積極的

な投資が必要となりますが、投資にあたっては、資本コストや財

務の健全性に十分に留意しなければならないと考えています。そ

のため、財務の基本方針は、「企業価値向上の実現にあたっては、

常に資本コストを意識したうえで、財務の健全性を確保しながら、

持続的成長を目的とする投資を積極的に実施する」としています。

　この基本方針のもと、当社グループにおいては、売上高・営業

利益・ROEをKPIとしており、量的拡大のみならず、資本コストを

意識した経営に努めています。また、財務の健全性については、

自己資本比率40％以上を指標とし、これにより、現状の発行体
格付（R&I）A以上を維持します。

　また、当社がパーパス、ビジョンの実現に向け、社会価値の

創出と持続的な企業価値の向上をし続けるためには、「Value 

Creation Process（価値創造プロセス）」を常時、円滑に機能さ

せることが重要でありますが、そのために必要不可欠である諸

資本の充実は、キャッシュアロケーション計画に則りおおむね

順調に進捗しています。例を挙げますと、設備資本については、

「JGP2025」においては450億円の設備投資を計画しています

が、2023年度までの累計で278億円（進捗率62％）を予定して
います。研究開発投資については、「JGP2025」においては300

億円を計画していますが、2023年度までの累計で167億円（進

捗率56％）を予定しています。2023年4月にイノベーションマネ

ジメント本部を新設し、研究開発体制の強化を図るとともに、今

後、さらに投資を増強する方針です。

　課題を残しているのがM&Aで、300億円の投資枠を設定して

いますが、まだ実績はありません。M&Aの対象としては、当社の

コア・コンピタンスである「『溶かす』『混ぜる』『固める』技術＋機
械要素技術・精密制御技術」を活用することにより、さらなる成

長を遂げることが可能な企業もしくは事業であることが望まし

いと考えており、常に案件の探索を行っています。

財務における基本方針を実現するため
の仕組み
事業ポートフォリオマネジメント
　2021年度より毎年、取締役会で事業ポートフォリオに関する

基本方針の審議・決裁を行っています。

　各事業を資本収益性（ROIC－WACCスプレッド）と売上高成

長率から成る4象限マトリクスにプロットし、現状把握を行った

後、各事業の市場性や競争優位性を勘案し、各事業の10年後

の姿とそこに至る基本方針を明確化しています。また、2022年

度より、事業ごとにリスクに応じたWACCを設定することにより、

現状把握の高度化を行っています。

　売上高の大きい事業について申し上げると、樹脂製造・加工機

械や成形機は、「重点投資事業」に位置し、今後も市場の成長や競

争優位性の確保が見込めますので、積極的に資源を投入し、売上

高成長率や資本収益性の維持・向上を図ることとしています。

　また、素形材については、現在、「収益構造改革事業」に位置

していますが、世界的な電力不足を背景に底堅い需要が見込

め、また、当社にしか製造できない製品が数多く存在するなど

強固な技術基盤に裏打ちされた競争優位性を保有するため、製

品ポートフォリオの見直しや販売価格の適正化により、資本収

益性の改善を行っています。

資本コストを意識した投資採択基準
　当社グループにおいては、売上拡大のための設備投資を積極

的に実施していきますが、当該投資が真に株主価値向上に資す

る投資か否かを慎重に検討するために、NPV法※による検証を
行っています。また、NPV法による検証を実施する際にも、事業

別WACCを割引率として採用しています。

　当社グループにおいては、事業ポートフォリオマネジメントと

投資採択基準を車の両輪として機能させ、各事業の資本収益性

を改善することにより、当社グループ全体のエクイティスプレッ

ドを向上することを目指しています。
※  NPV（Net Present Value：正味現在価値）法：投資によってどれだけの価値が得
られるのかを示す指標

最適現預金水準
　当社グループにおいては、積極的な投資を実施すると同時に

財務の健全性を確保するため、最低現預金水準を設定していま

す。具体的には、月商2ヵ月分に突発的な資金需要に対応するた

めに必要な資金を加えた600億円は常時確保する考えです。

株主還元方針
　株主の皆様への利益還元については、安定的かつ継続的な

配当の実施とその向上を基本方針としています。また、企業価値

および株主価値の向上のため、現有事業の安定的な収益力の

確保と新事業・新製品伸長に向けた設備投資、研究開発投資を

進めるほか、財務体質の改善に努めていきます。

　「JGP2025」期間中においては、連結配当性向30％以上を目
標としたうえで、DOE（連結株主資本配当率）2％を下限に配当
を実施する方針であり、2022年度は1株当たり年間配当58円を

実施、2023年度においても58円を予定しています。

　また、「JGP2028」の策定にあたっては、財務の健全性を確保

したうえで、企業成長を妨げることなく株主還元をさらに充実す

ることができないかという観点から、成長投資と株主還元との

最適バランスについて鋭意検討を行ってまいります。

株主の皆様へ
　当社グループは、社会価値の創出と持続的な企業価値の向上を

し続け、パーパス、ビジョンを実現することを目指しています。これ

らの実現に向けたさまざまな取り組みに対し、株主・投資家の皆様

のご理解、ご支援を賜るためには、適時適切な情報提供を行うと

ともに、積極的な対話を通じて頂戴したご意見を経営に活かして

いくことが必要不可欠です。また、株主・投資家の皆様に対する情

報提供や対話に積極的に取り組むことは、当社グループの資本コ

ストの低減につながり、企業価値向上にも資すると考えています。

　引き続き、財務の基本方針のもと、「Value Creation Process（価

値創造プロセス）」を常時、円滑に機能させる諸資本の充実を図る

ことにより、パーパス、ビジョンの実現を目指してまいりますので、

株主の皆様のご支援を賜りたく、何卒宜しくお願い申し上げます。

100
（円）

80

60

40

20

0

50
（%）

40

30

20

10

0
2013/3 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3

■ 1株当たり配当額（左軸）　　連結配当性向（右軸）

0

低収益資産の
活用
300億円

有望なM&A案件に
対応する追加投資
（手元資金・借入金）

M&A投資
300億円

有利子
負債返済
150億円

株主還元
200億円

研究開発投資
300億円

設備投資
450億円

事業活動による収入
1,100億円
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タル化（Digitization／Digitalization）を推進し、業務プロセス

の継続的な改革、製品やサービス、およびビジネスモデルを変革

するDX（Digital Transformation）につなげていく必要がありま

す。そこで、デジタル化推進プロジェクト（Dプロ）を展開し、各種

施策を推進しながら、あるべき姿の実現に挑戦しています。

現状とあるべき姿（As Is／ To Be）
　当社グループは、パーパスを起点としたビジョン、価値創造プ

ロセスを含めた企業グループ理念「Our Philosophy」をもとに、

売上高5,000億円規模の事業グループを目指すうえで、業務効

率の向上、データに基づく迅速な意思決定を可能にするシステ

ム環境の整備が必須だと認識しています。まずは、業務支援シス

テムの複雑化・老朽化に伴う維持管理問題を解決しながら、デジ

デジタル化推進プロジェクト（Dプロ）のロードマップと推進体制
　Dプロ全体像の構築のために、外部企業のコンサルタントとと

もに現状把握を行いつつ、あるべき姿の設定、その実現のため

の推進方針とロードマップを作成しました。まず、フェーズ1「One 

JSW」では個別最適から全体最適化を図り、これを通じて、フェー

ズ2「Value Added JSW」では、個別事業の強化を目指しま

す。さらに各事業を連携させることで、フェーズ3「New JSW 

Model」では、事業間シナジー（All JSW 体制）を強化します。

　Dプロの推進にあたっては、2022年7月に、Dプロ推進の専属

組織として、全社の各部門と連携して推進を司るDX推進室（右

図）を発足させました。さらに、ロードマップに基づき各プロジェ

クトの実行内容を確認・推進するためのＤプロ全体会議も発足さ

せました。全体会議には、プロジェクトごとに分科会、小分科会

を設け、システム実装によりメリットを享受する事業部門のメン

バーにも分科会のオーナーなどの形で参画してもらうことで、実

効性の高い成果を得るための推進体制を実現しています。

情報システム・投資計画と要員計画
　Dプロを推進することで、情報システムへの設備投資を既存システムの維持管理に費やすラン・ザ・ビジネス（RB）から、事業に対する付加価値

を創出するバリュー・アップ（VU）への比率増を図ることを目指しています。2023～2024年度におけるVUの情報システム投資に占める比率は平

均43%強と、経済産業省が推奨する40%を超えるレベルで計画しており、売上高に対する情報システム投資額の比率も0.8%まで増加を見込ん

でいます。

　また、全従業員に対するITリテラシーの向上もDプロの重要なテー

マであり、ITに関する基礎教育を展開し、計画的にレベルを上げてい

きます。さらに、全従業員の中からデジタルへの関心、もしくはポテ

ンシャルが高いなどの人材に対して、特別教育を施すことでリスキリ

ングを図り、使う人や広める人を増やしていくことも進めています。

　さらに、情報システム部門におけるシステム開発者、セキュリティ

管理技術者、DX推進室におけるプロジェクトマネージャーの育成・

増員も必要であり、各種教育、社内公募、ローテーション、外部から

の招聘含め、RBからVU要員へのシフトを実行していきます。

To Be
・  情報ネットワークをデータレイクに再構築し、データドリブン経営を実現
・  基幹システム統合・刷新で、維持コストの低減とバリューアップ投資を促進
・  定型業務の電子化・ペーパレス化・リモートワーク化による業務効率の向上

・  DX人材の充足とITリテラシーの向上
・  DXを推進することで企業文化刷新、業務プロセス革新、ビジネスモデ
ル進化による売上高5,000億円規模の事業グループの基盤構築に貢献

します。生産系システムでは、原価管理、生産管理に加え、品質

保証機能を強化するとともに製品や製造の標準化も進めます。

　これらのシステムを、まずは特定事業部からスモールスター

トし、そこでの成功モデルを全社展開することで、リスク管理

を図ります。これらのシステムにより生成されたデータを経営

意思決定に活用可能な形に加工して情報系システムにて提供

することで、データドリブン経営の基盤構築を進めていきます。

本実行計画を着実に進めるために、自社内のリソースを最大

限有効に活用しつつ、不足分は外部企業の協力も得ながら事

業間シナジーを強化することにつなげ、All JSW 体制を実現し

ます。

Dプロ・実行計画
　Dプロのロードマップに従って個別にプロジェクトを立ち上

げ、各プロジェクトに応じた実行計画を立てて活動を進めてい

ます。Dプロ全体会議を通して各活動に対し、PDCAを回しな

がら展開しています。

　実行計画の骨子を大別すると、①営業系システム、②生産

系システム、③情報系システムに分類されます。

　営業系システム、生産系システムのそれぞれで、レガシーシス

テムを統廃合・刷新し、運用コストの削減とともにデータ連携を

促進します。データ変換の手間などが排除されることで、速報

性の大幅な向上を図ります。さらに、営業系システムでは顧客、

競合、市場情報の管理、および市況を予測する機能などを強化
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業務フローの一部をデジタル化
→バリューチェーンにおける付加価値の向上

個別最適から全体最適へ
・従業員全員がIT化のメリットを実感
　⇒　DX化への共感
　⇒　推進体制強化・推進加速

・システムの統廃合・刷新 ⇒ 標準化
・見える化 ⇒ 価値・課題の共有
・IT教育・啓発 ⇒ 従業員の生産性向上

個別事業を強化
・既存製品・サービスに“情報”を付与
　⇒　製品・サービスの収益力強化
・データドリブン経営の実現

・グローバルWEBカタログ導入
・EC（電子商取引）システムの導入
・デジタルマーケティングの導入
・IoT/AIを活用したサービスの展開

・スマートファクトリー対応強化
・デジタルマーケティングによる事業拡大
・IoT/AIを活用した新サービス開発
・DXグローバル展開

事業間シナジー（All JSW 体制）の強化
・新たなビジネスモデルの確立
　⇒　メーカーベースのサービス業への昇華

特定の業務プロセス全体をデジタル化
→新しい価値の創出

企業のビジネス全体をデジタル化
→ビジネスモデルや企業文化そのものを変革

フェーズ 2 フェーズ 3

Dプロ進捗評価
　経済産業省が推奨するDX推進指標を用い、DXの進捗度合いを世の中の動きと対比しながら定期的に定量評価し、必要に応じ、的確

な活動に是正して、効率よくDXレベルの向上を推進します。

Dプロ／推進体制

取締役会

年2回 
進捗報告

関連会社・海外拠点事業部

情報システム室

システム開発や
インフラ整備等の
調整・整合

コーポレート部門経営

外部協力会社製作所

経営戦略と
DX・戦略の整合

営業・販売管理DX

製造管理DX

経営管理、経理、総務、
人事DX

情報連携DX

コンサル、
ITベンダー調整

分

科会
・タスクフォース

【Dプロ事務局】
DX推進室

・プロジェクト全体管理
・予算管理
・進捗管理

DX戦略

分

科会・タスクフォ
ース

お客様 A

営業系システム
事業部 A 事業部 B 事業部 C

製作所 A 製作所 B 製作所 C

お客様 B

生産系システム

お客様 A

事業部 A 事業部 B 事業部 C

製作所 A 製作所 B 製作所 C

お客様 B

情報系システム

生産系システム

営業系システム
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